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第一章  序論 

 

レーザを用いて生成されたプラズマは、慣性核融合を目指し現在まで世界各国で多

くの研究が行われて来た。近年では、レーザによって生成されたプラズマを利用した

Ｘ線発生機構の研究、プラズマ中をレーザ光が透過するときに生じるポンデラモーテ

ィブ力の研究、レーザアブレーションを用いた薄膜生成の研究など数多くの研究が行

われている。しかしながら、これらの研究は主に固体とレーザ光の相互作用を利用し

た研究であり、それ故固体材料の支持が問題となる場合が多い。 

一般に気体は固体に比べ取り扱いが容易であり、試料を交換することなく何回も繰

り返し実験を行うことが出来る。また、レーザ光を用いて気体の絶縁破壊を行えば、

非接触で電離と破壊が生じ、電極や表面などの二次的因子に影響されない本質的な破

壊現象が理解でき、その意義は大きい。可視光を用いた高圧プラズマに関する研究か

ら、高密度プラズマが比較的簡単に生成できる事が分かっている。それは、新しい極

限プラズマとして物性的に興味深い点が多い。また、その物性研究を行うことは、レ

ーザによる核融合を目指す点においても重要になる。一方、高圧ガス中におけるレー

ザプラズマの生成は、レーザ誘雷の基礎研究としても意義がある。よって、高圧気体

中にレーザ光を集光照射し生成されたプラズマの研究を行った。一般に、可視光域で

発振するレーザより紫外線領域で発振するレーザを用いた方が光子一個のエネルギ

ーが大きいため効率良くプラズマが生成されると考えられる。しかし、現在まで高気

圧気体中にレーザ光を集光照射し、生成されたプラズマに関する研究は、可視光レー

ザによるものだけで、紫外線レーザを用いた高圧プラズマの研究は行われていない。

そこで、高圧アルゴンガス中に紫外線領域で発振するエキシマレーザ光を集光照射し

実験を行った。その結果、高圧プラズマの実験において、初めて前方プラズマ成長を

観測した。そこで、紫外線レーザによって高圧プラズマ中に生成されたプラズマの物

性を明らかにし、前方へのプラズマ成長機構を解明した。 

 

1.1 レーザ生成プラズマに関する研究の歴史 

 本研究に関連の深い、気体中にレーザ光を照射した時生成されるレーザプラズマの
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研究史について以下にまとめた。 

レーザ光による気体の絶縁破壊に関する最初の報告は 1963 年の Maker(1)や

Mayerand(2)によるものである。1965年中旬には Raizer(3)によって実験結果と理論計

算結果の比較が行われている。しかしながら、今まで行われた多くの実験は、集光レ

ンズの焦点における破壊に必要なレーザパワーのしきい値を求めるものであった。 

集光レンズの焦点における基本的な破壊のメカニズムやレーザ光とプラズマの相

互作用について報告された後、多くの理論や実験でプラズマ生成プロセスの解析が精

力的に行われた。また、レーザ光による気体の絶縁破壊の研究はレーザ技術の進歩に

伴い実験的制限が取り払われてゆき、近年では数 psや数 fsの短パルスを用いた実験

や、レーザ光の高調波を用いた実験が数多く行われている。一方、パルスレーザと異

なり高出力 CWレーザは、主として定常プラズマの生成と加熱の研究に使われてきた。 

レーザ光による絶縁破壊の研究における実験条件の拡がりは成長機構、気体の種類

とレーザ光の相互作用、破壊のしきい値のガスの種類に対する依存性(4)、破壊のしき

い値の圧力依存性、波長依存性(5)やレンズの焦点距離に対する依存性(6)が調べられた

のみならず、新しい現象の発見、特に破壊プロセスにおけるレーザ光の自己収束現象

の観測を可能にしてきた。レーザ光を気体中に集光照射した場合、集光レンズの焦点

においてレーザ光の強度が破壊のしきい値を越えたとき、気体の絶縁破壊が生じ、そ

の後、レーザパルスのエネルギーを吸収し高密度プラズマを生成する。数十 ns のパ

ルス幅のルビーレーザを用いた場合、大気圧に近い圧力において空気の破壊のしきい

値は 1010～1011（W/cm2）となった（7）。 

気体の種類として希ガスを用いた場合、電離電圧に対する破壊のしきい値の依存性

（7,8）が測定された。破壊のしきい値は電離電圧の増加に伴い増加する。しかし、ヘリ

ウムはより大きな電離電圧を持っているにもかかわらずレーザ光の光子のエネルギ

ーと気体のエネルギー準位との共鳴効果の為、低いしきい値を示した。また、微量の

混合ガスのしきい値が低くなるペニング効果（9）が観測された。その後、アルゴン－

ネオン混合ガスの破壊のしきい値低下に関する詳細な研究が 1963 年に築島（10）によ

り行われ、ペニング効果は中性粒子間の衝突に比べて印加マイクロ波パルスの時間幅

が十分長いときのみ重要であることが実験的・理論的に示された。 
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破壊のしきい値のレーザ光の波長に対する依存性の研究も数多く行われた。（7,11－15）

破壊のしきい値の波長依存性と言う研究テーマの論文（7,11）において破壊のしきい値

は２つの波長｛ネオジウムレーザ 1.06(μm)と、その高調波 0.53(μm)を用いた論文（11）

とネオジウムレーザとルビーレーザ 0.69(μm)を用いた論文（7）｝を用いて調べられ、

波長の異なるレーザを用いた場合、破壊のしきい値の変化は、後述のカスケード電離

の理論で予想された値と定性的に一致した。また、２つ以上の波長を用いて破壊のし

きい値を比較する実験も多く行われ（12－15）波長に対するレーザ光強度の依存性が調べ

られた。 

Buscher et al.（12）は希ガスを用いて波長依存性を測定した結果、破壊のしきい値

は気体の性質に依存する事を発見した。さらに研究は行われ、Alcock et al.（14）は色

素レーザを用いて波長に対する破壊のしきい値の依存性を測定し、いくつかの波長に

対する破壊のしきい値を求めた。 

 カスケード電離において拡散による損失の割合は、焦点体積の大きさに依存する。

そこで、焦点体積の破壊のしきい値に対する依存性が測定された。（16－19）この結果、

比較的低い圧力の時、焦点体積の増加に伴い破壊のしきい値の低下が観測された。（16） 

 また、マルチモードレーザを用いて、破壊のしきい値のレーザ光のモード分布に対

する依存性が測定された。一般にレーザ光の光強度分布は焦点においてガウス分布に

なる。（20,21）マルチモードレーザやシングルモードレーザによる実験は Smith と

Tomlinson（20）によって行われ、その結果、レーザ光のモードは破壊のしきい値にあ

まり影響しないことが分かった。 

破壊のしきい値に対するパルス幅の影響（16,22）を調べた結果、レーザパワーが一定

で損失機構が働いている場合、破壊に要するパルス幅は長くなった。カスケード電離

過程において破壊のしきい値はパルス時間に逆比例し、多光子電離過程ではパルス時

間に弱い依存性を示した。 

レーザ光のパルス幅が psのパルス列を用いた研究も行われ（20）、個々のパルスエネ

ルギーだけでなく全パルスの累積効果や全パルスの平均エネルギーが破壊のしきい

値に影響することが分かった。その後、焦点体積の大きさに対する ps パルスの影響

も研究され（23,24）、レーザビーム径の自己収束効果も観測された。 
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 気体中にレーザ光を集光することによって生じる電離は多光子電離やカスケード

電離によって生じていると言われている。多光子電離過程は、焦点領域に存在する自

由電子の存在と関係なく生じるが、カスケード電離過程は、少なくとも一個の初期電

子が必要である。多くの気体の電離に必要なエネルギーは 10～20（eV）なのでルビ

ーやネオジウムレーザの光子一個のエネルギーよりかなり大きい。そのため、原子を

電離するためにはいくつかの光子を同時に吸収しなければならない。このプロセスは

一般に多光子電離と呼ばれる。現在までに多光子電離に関する多くの研究報告がある。

（25－35）多光子電離は気体容器をポンプで真空にひいた時の残りの気体にレーザ光を

照射した時に良く観測される現象である。このような実験条件の場合、圧力が 6～10

（mmHg）程度で、レーザパルス照射中に数十個の電子が測定された。真空中にレー

ザ光を照射した実験は多くの研究報告（36－42）があり、電子の平均自由行程が焦点体積

を越えると絶縁破壊が生じないことが分かった。 

 カスケード電離過程についての説明を以下に示す。何らかの機構で初期電子が存在

しているとき、この自由電子は、逆制動放射過程により光を吸収し加速される。何回

かこの過程が繰り返された後、得られたエネルギーが、電離エネルギーを越えた場合、

電子は中性原子と衝突し、電離を引き起こし、電子の増倍効果を生じる。このカスケ

ード電離（43－51）に関して今まで多くの研究が行われてきた。この電離過程は、パルス

幅に依存し、パルス幅が短くなるとカスケード電離の影響が小さくなる事が確認され

た。（48－50） 

 破壊のしきい値の圧力依存性についても多くの研究者によって研究された。（16,52－

55）破壊のしきい値に最小値が存在することは Minck（53）によって前もって予言され

ていた。実験においても、数 ns のレーザパルスを用いた場合、破壊のしきい値は圧

力の増加に対して減少し、その後さらに圧力を増加して行くと、数百気圧において破

壊のしきい値の最小値が観測された。（54） 

 レーザプラズマの流体力学的な成長機構 (radiation supported shock wave)は

Ramsden と Savic（56）によって研究された。また、破壊の時間遅れによる成長機構

(breakdown wave)は（56－61）Raizerらによって研究された。また、Raizerはレーザ光

の吸収領域の伝搬を考慮し、レーザ光の吸収領域はレーザ装置に向かって動いている
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事を観測した。 

 プラズマ境界の成長速度は、イメージコンバータ（62－67）やプラズマによって散乱さ

れたレーザ光のドップラーシフト（62,67,68）を観測することにより求められた。また、

成長速度の時間変化は、シュリーレン法（59,60）により求められた。その結果、成長速

度の実験データと計算シミュレーションの良い一致（68）が得られた。 

 Bobin et al.（66）は 2（GW）のパルス光と、焦点距離 5（cm）のレンズを用いてプ

ラズマ境界の成長速度 8×105（m/s）を得た。また、焦点距離の長いレンズを用いる

と、破壊は不連続なポイントで起こる事が観測された。この為、Basov et al.（69） は、

1（GW）のレーザと焦点距離 2.5（m）のレンズを用いて全プラズマ長が 2（m）に

も及ぶプラズマを生成することに成功した。 

 Mandel’ shtam et al.（68）はプラズマ境界の拡散から温度を求める方法を用いて レ

ーザプラズマの電子温度を求めた。その結果電子温度は 7×105（K）程度である事が

分かった。その他、電子温度に関する研究（68,71－73）は軟Ｘ線領域の放射光を用いて測

定された。この時、Ｘ線放射時間はパルス幅を超えることはなかった。また、Vanyukov 

et al.（73）はレーザパワー6（GW）、パルス幅 20（ns）のレーザパルスを集光するこ

とによって空気中や大気圧程度の混合ガス中に電子温度 3×106（K）のプラズマを生

成した。Komissarova et al.（70）はプラズマ拡散速度からレーザパルスの終了時刻ま

での温度を求めた。 

電子密度は干渉計、ホログラム法や分光計測によって測定された。Alcock et al.（74）

は干渉計によって 1025(m－3)のプラズマ電子密度を測定した。また、ホログラム（75－

78）法を用いて同程度の電子密度を測定した。絶縁破壊後 30～110（ns）の間の電子

密度の空間分布は、Komissarova et al.（70）によって測定された。また、圧力が低い

とき干渉計を用いてプラズマ成長の最初の部分の電子密度や完全電離プラズマの電

子密度が測定された。 

レーザ光強度がある値を超えると非線形効果（79－81）によりレーザビーム径の自己収

束効果が生じることが最近観測された。ルビーやネオジウムレーザを用いた実験を行

った結果、そのような現象が観測される光強度は 1014（W/cm2）である事が分かった。 

自己収束は最近観測された現象であり（82－84）、当初は、プラズマフィラメントとし
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て報告された。プラズマフィラメント（82）は、約 2（MW）のレーザパルスによって

アルゴンガスを絶縁破壊した時に観測された。この時、0.5（ns）の時間分解能を持

つシュリーレン法が測定に使われた。その結果、フィラメントの直径は 10（μm）よ

り小さい事が分かった。その後、自己収束現象が生じるレーザパワーのしきい値が測

定され、（85,86）その値は、実験によってプラズマフィラメントが生じたレーザパワー

に非常に近い値となった。 

 レーザ光を集光することによって生成されたプラズマの磁気閉じ込めを行い高温

プラズマを作ろうとする実験も今までに数多く行われている。この研究の目的は、生

成されたレーザプラズマの拡がりを磁界や他の実験条件によって閉じ込めようとし

たものである。しかしながら、磁気閉じ込めを行っても、電子温度は理論値より低か

った。しかし、磁界は焦点からの電子の拡散を減らしていることが分かった。（87）ま

た、磁界を加えることによって破壊のしきい値が低下するような現象は観測されなか

った。Chan et al.（88）はルビーレーザを空気中に照射し磁界の影響を調べ、磁界は破

壊のしきい値に影響しないことを明らかにした。 

 レーザプラズマの加熱についても多くの研究が行われ、Askar’ yan et al. （89,90）に

よってオリジナルな方法が数多く提案された。Mead（91）は 12方向から一点にレーザ

光を集光することによって高温プラズマを生成することに成功し、プラズマ加熱を可

能にした。 

また、その他レーザ生成プラズマの利用方法として、高圧ギャップ中を短絡する目

的でレーザプラズマが利用された。また、H. M. Thompson et al.（92）は、真空中にガ

スジェットを生成しレーザスパークを生成した。しかしながら、現在まで一番多くの

利用があったレーザプラズマは高速のイグニッションに関するものであり、

Koopman and Wilkerson（93）によって高圧気体中に置かれたギャップ間を短絡する

実験や Akmanov et al.（94）によって、低圧気体中の置かれたギャップ間を短絡する実

験が行われている。 

また近年、150（atm）までの高圧アルゴンガス中にルビーレーザ光を集光照射し、

生成されたプラズマの研究が行われ、（95―98）可視光域で発振するレーザ光を高圧気体

中に集光照射し、生成されたプラズマ成長機構の研究が行われた。その結果、プラズ
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マは breakdown waveと radiation supported shock wave で同時に成長しているこ

とが分かった。（95）また、高圧気体中にレーザ光を集光照射した時に生成するプラズ

マを用いてギャップ間を短絡する、プラズマブリッジギャップスイッチが提案された。

また、プラズマブリッジギャップスイッチのスイッチング特性が研究され、（99）安定

したスイッチング特性が得られることが分かった。 

 

1.2 本研究の目的と概要 

今まで行われてきた実験によって高圧気体中にレーザ光を集光すると、多光子電離

により初期電子が生成され、その後カスケード電離によってプラズマが生成される事

が分かっている。しかし、これらの実験は破壊のしきい値を求める実験がほとんどで

あり、しきい値以上の強電界中でのプラズマの生成、破壊過程の遅れ時間やレーザと

プラズマの相互作用(100)など、物性研究の多くは可視光域で発振するレーザ光を用い

て(95)行われており、紫外線領域で発振するレーザ光を高圧気体中に照射する実験は、

ほとんど行われていない。一般に、紫外線レーザは、可視光のレーザに比べて光子一

個の持つエネルギーが大きく、プラズマを効率良く生成できると考えられる。そこで、

紫外線領域で発振するエキシマレーザを用いてレーザプラズマの生成実験を行った。

その結果、プラズマは可視光の時と同じように焦点後方に成長するばかりでなく、焦

点を越えて前方にも成長する事がストリークカメラを用いた測定において観測され

た。(101)この焦点前方へのプラズマ成長は、高圧レーザプラズマの実験において今回

初めて観測された現象であり、その成長メカニズムは良く分かっていない。 

プラズマ成長は前方と後方で異なり、後方プラズマは時間の経過と共に成長速度が

遅くなりながら焦点後方に成長したが、前方プラズマは時間の経過と共に成長速度が

速くなり、その後レーザパルス照射中にもかかわらず成長が止まり減衰した。また、

プラズマの形状は前方と後方で異なっており、前方においてプラズマが自己収束して

いることが観測された。 

そこで前方への成長機構として forward breakdown wave を新たに提案し、(102)前

方成長の理論計算を行い実験結果と比較し、前方プラズマ成長機構を解明する目的で

実験を行った。また、プラズマの物性研究も行い、紫外線レーザによって生成された
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プラズマの電子密度分布と温度分布を求めた。(103,104)これらの値を用いて計算したプ

ラズマ前方成長の様子は実験結果と良く一致した。従って、今回行った実験により、

紫外線レーザによって生成されたプラズマの物性を明らかにし、その成長機構を解明

した。 

 

1.3 本論文の構成 

第一章では、気体中にレーザ光を集光照射した時生じるレーザプラズマに関する研

究の歴史や今回の研究目的ならびに概要について記述した。 

第二章では、実験装置の配置、実験に使用したエキシマレーザについての説明とエ

キシマレーザ光を高圧アルゴンガス中に集光照射し、生成されたプラズマのストリー

ク像について説明し、後方プラズマ長の実験データについて記述した。 

第三章では、レーザプラズマの電離過程について実験データと理論計算結果を比較

し、その破壊過程がカスケード電離によって行われていることを確かめた。また、破

壊時間の圧力やレーザパワー依存性を求めた。 

第四章では、干渉計を用いて測定した集光レンズの焦点における電子密度とその空

間分布を測定した結果について記述した。また、電子密度の理論計算を行い実験結果

と比較した。集光レンズの焦点における最大電子温度と温度分布は、プラズマの発光

を分光測定し、プラズマの線スペクトル強度比と連続光強度から求めた。 

第五章では、高圧レーザプラズマ成長機構について述べた。まず、焦点後方へのプ

ラズマ成長は、可視光レーザを用いた場合、breakdown waveと radiation supported 

shock wave で成長する事が分かっている。しかし、紫外線レーザを用いた実験は行

われていないので、主にどちらの成長機構で後方に成長しているかについて調べた。

また、理論計算によって得られた後方プラズマ成長と実験から求めた後方成長の比較

を行った。次に、前方プラズマ成長について理論計算を行った。焦点前方へのプラズ

マ成長は、今回初めて観測された成長であり、その成長機構は良く分かっていなかっ

た。そこで、焦点前方へのプラズマ成長について、自己収束を考慮した新しい成長機

構 forward breakdown wave を提案し、その成長機構を用いて計算した前方成長と実

験結果との比較を行った。しかし、この成長機構を用いて計算した前方プラズマ成長
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は、時間と共に成長速度が速くなるなど実験結果と定性的に一致したが、レーザパル

スが照射されている間中成長し続け、実験結果と定量的に一致しなかった。そこで、

後方成長による吸収を考慮し、forward breakdown wave を修正し理論計算を行い、

この成長機構が、定量的にもプラズマの前方成長を表現できることを確認した。 

第六章では、今回の研究の結論について述べた。 
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第二章  レーザプラズマ成長の実験結果 

 

2.1 エキシマレーザ 

 今回実験に用いたエキシマレーザは Lambda Physics製の LPX205 である。このレ

ーザは、エキシマと言う励起状態を利用したレーザである。エキシマは、励起状態で

のみ形成される分子を表す。今回実験に用いたレーザ媒質は、Halogen ガスとして

HCl、希ガスとして Xe、Buffer ガスとして Ne、Inert ガスとして He を用いた。不

活性ガスである Xe は、そのままでは他の原子と反応しないが、HCl と Ne の混合ガ

ス中で放電すると、励起した Xeと Clが結合し、エキシマ状態である XeClを生成す

る。エキシマ状態とは、下準位が存在せず非常に不安定な分子の状態を言う。この為、

数 ns の内に紫外線を放出し、Xe と Cl に解離してしまう。この放出光を誘導放出と

して取り出したのがエキシマレーザである。今回実験に使用したレーザ装置は、Laser 

Head 内に混入するガスを変えることによって５種類の波長 ArF[193nm]、

KrF[248nm]、XeCl[308nm]、XeF[351nm]、F2[157nm]でレーザ発振を起こすこと

ができる。 

 

2.2 実験装置及び方法 

プラズマの生成と測定に用いた実験装置の配置を図 2－1 に示す。エキシマレーザ

は媒質に XeCl を用いたので波長 308（nm）、最大パワー17（MW）のパルス状出力

が得られる。パルスの半値幅は 30（ns）、波長の半値幅は 3.6（nm）である。今回実

験に使用した、エキシマレーザは最大 50（Hz）の繰り返し周波数で発振可能である

が、単発でパルス発振させ実験を行った。レーザ光の断面は 11×24（mm）の長方形

で、圧力容器内に設置した焦点距離 40,60,80（mm）の石英ガラス製の光学レンズで

圧力容器中央に集光照射される。集光されたレーザ光は、焦点距離 40（mm）のレン

ズの焦点において垂直方向半径 r┴=60（μm）、水平方向半径 r||=40（μm）の楕円形

となった。これは、厚さ 20（μm）の金箔にレーザ光を集光照射して穴をあけ、光学

顕微鏡で測定することにより求めた。レーザパワーは、光軸上に光学フィルタを置く

ことにより変化させた。スプリッタを用いてレーザ光の一部を反射させ、ホトダイオ
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ードで受光し、その信号をレーザ光波形のモニターとして用いた。ホトダイオードは

紫外感度増強で高速応答タイプの S1722－02（浜松ホトニクス製）を用いた。レーザ

光のパルス波形等はサンプリング周波数 10（GHz）のデジタルオシロスコープ 9362

（LeCroy製）を用いて測定した。アルゴンガスを封入する圧力容器は、直径 110（mm）、

長さ 140（mm）のステンレススチール製の円筒形で、光軸方向に直径 30（mm）、

光軸と直角方向に直径 20（mm）の空洞を開け、厚さ 15（mm）の石英ガラス製の窓

を取り付けることによりガスを封入した。圧力容器内にアルゴンガスを封入するとき

は、回転式真空ポンプで圧力容器内を 0.1（Pa）程度に排気し、アルゴンガスを数回

入れ替えた後、アルゴンガスを圧力容器内に封入し手動式圧縮機で加圧して実験を行

った。圧力の上限は、容器に取り付けた石英ガラス製の窓の耐圧を考慮して 150（atm）

とした。 

集光レンズの焦点で生成されたプラズマの発光の様子は、光軸と直角方向の窓から

200～850（nm）に分光感度をもち、約 10（ps）の時間分解能をもつストリークカメ

ラ（浜松ホトニクス製 C2830）を用いて測定した。ストリーク像は、CCDカメラ（浜

松ホトニクス製 C3140－60）と画像処理装置（浜松ホトニクス製 C3366）によりモ

ニター画面上に光強度の疑似カラーで表示される。プラズマ成長を測定する時は、焦

点距離 100（mm）のリレーレンズを用いてプラズマの光がストリークカメラの入射

スリット上に１：１で結像するように光学系を設置した。 

このようにして得られたストリーク像の一例を図 2－2 に示す。この図は、画像処

理装置を通して得られたプラズマのストリーク像の光強度を三次元表示した図であ

る。図 2－2 において x 軸方向はプラズマ長を表し、y 軸方向は時間掃引方向を表し、

z 軸方向は光強度を表す。 

 本論文では、焦点前方とは集光レンズの焦点を越えてレーザ光の進行方向を表し、

焦点後方は集光レンズの焦点からレーザ装置側を表す事とする。 
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図 2－1．プラズマ生成・測定装置配置図 

 

 

図 2－2．プラズマストリーク像の三次元表示 
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2.3 ストリーク像 

 図 2－2 に示したプラズマのストリーク像をある光強度のところでスライスした時

のプラズマの境界線を図 2－3a,bに示す。この像は、上から下に向かって時間掃引し

ており、横方向はプラズマの大きさを表し、境界の内側はプラズマを示す。破壊のし

きい値より十分強いレーザ光強度の時、図 2－3aに示されるように、プラズマは最初

集光レンズの焦点において生成され前方と後方に非対称に成長している。そこで、前

方と後方の成長を比べてみると、前方に成長するプラズマは、時間と共に成長速度が

速くなりながら高速に前方へ成長している。しかし、後方プラズマは時間と共に成長

速度が遅くなりながら焦点後方に成長しており、前方への成長速度の方が後方への成

長速度より速いことが分かる。これは、前方プラズマと後方プラズマ成長機構が明ら

かに異なることによるものと考えられる。また、前方プラズマはレーザパルス照射中

にもかかわらず成長が止まり減衰している。この事から、前方プラズマ成長に後方プ

ラズマ成長が影響しているのではないかと考えられる。 

また、プラズマが生成されるしきい値付近のレーザパワーでは、図 2－3bに示すよ

うに、プラズマはほとんど成長せずほぼ左右対称に成長した。 

 

2.4 後方プラズマ長 

 後方プラズマ長の圧力依存性を図 2－4 に、レーザパワー依存性を図 2－5 に示す。

実験結果から求めた後方プラズマ長の圧力依存性を見てみると、圧力の増加と共に後

方プラズマ長は長くなり、10（atm）から 30（atm）の圧力範囲で一度プラズマ長が

一定になるが、その後も圧力の増加と共に後方プラズマ長は長くなっている事が分か

る。次に後方プラズマ長のレーザパワー依存性を見てみると、レーザパワーの増加と

共に後方プラズマ長が長くなることが分かった。 
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図 2－3a．プラズマストリーク像 

 

 

 

図 2－3b．プラズマストリーク像（しきい値付近） 
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図 2－4．後方プラズマ長の圧力依存性 
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図 2－5．後方プラズマ長のレーザパワー依存性 
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2.5 集光レンズの焦点距離を変えた時のプラズマ成長の様子 

集光レンズの焦点距離を 40,60,80（mm）と変えた場合のストリーク像を図 2－6

に示す。この図より、焦点距離が 40（mm）から 60（mm）に増加した場合、後方に

プラズマが大きく成長していることが分かる。これは、焦点距離が長くなると、レン

ズの集光角が小さくなり焦点から離れても光強度があまり減少せず、より広い範囲で

電離可能となるからである。しかし、集光レンズの焦点距離を 60（mm）から 80（mm）

へ増加した場合、後方プラズマ長の増加の割合は、焦点距離を 40（mm）から 60（mm）

に増加した場合に比べて小さくなった。これは、焦点距離が長くなると焦点の大きさ

が大きくなり、集光角が単純にレンズの焦点距離に依存しないためである。 

 後方プラズマ長が長くなるに従い前方プラズマ長が短くなっている事が図より分

かった。そこで、前方プラズマ成長が止まった時の前方プラズマ長と後方プラズマ長

の合計である全プラズマ長の圧力依存性を測定した。その結果を図 2－7 に示す。こ

の図から、圧力が増加しても全プラズマ長はほぼ一定の長さである事が分かった。ま

た焦点距離の増加に伴い、全プラズマ長も長くなった。これは、焦点距離の増加に伴

いレンズの集光角が小さくなるためである。 
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図 2－6．焦点距離を変えた時のプラズマストリーク像 
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図 2－7．全プラズマ長の圧力依存性 

 

2.6 プラズマ半径方向の大きさ 

プラズマ半径方向 r⊥（垂直方向）の大きさの測定は、図 2－1に示す実験装置図に

おいてストーリークカメラと CCD カメラを横に倒して測定した。このようにして得

られたプラズマ半径方向のストリーク像を図 2－8 に示す。図の横方向はプラズマ半

径方向の大きさを表している。半径方向の大きさは、レーザパルス終了時のプラズマ

の大きさを用いた。また、プラズマ半径方向 r||（水平方向）の大きさを測定するとき

は、圧力容器を横に倒し、上の窓から測定した。焦点前方のプラズマ半径方向の測定

値を図 2－9a,bに示す。図 2－9aは、垂直な方向のプラズマ半径の大きさを、図 2－

9b は水平な方向のプラズマ半径の大きさをそれぞれ表す。図中の実線は理論計算に

よって求めたレーザ光の集光角を表す。図より、焦点後方において、理論光路とプラ

ズマ半径の大きさはほぼ等しい。しかし前方における、プラズマ半径の大きさは理論

光路より小さくなっている。これは、焦点前方のプラズマ成長にプラズマによるレー

ザ光の自己収束効果(105)が作用している為であると考えられる。 
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図 2－8．プラズマ半径方向のストリーク像 
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図 2－9a．プラズマ半径方向 r⊥の大きさ 
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図 2－9b．プラズマ半径方向 r||の大きさ 
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2.7 レーザパルス 

プラズマ成長速度はレーザパルスの時間変化に依存する。ホトダイオードで観測し

た、レーザパルスの観測波形を図 2－10a に示す。レーザパルスは、複雑な形をして

いるので、最小二乗近似を用い三つの多項式を用いて近似した。 
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ntaWtW  （0≦t≦t1） （2－1） 

a6 =－4.53474×1048、a5 =2.04741×1041、a4 =－3.1826×1033、a3 =1.84578×1025、 

a2 =－2.1339×1016、a1 =4.90627×107、a0 =－7.85555×10－16 

  







 



2

0

0

n

n

ntbWtW  (t1＜t≦t2) （2－2） 

b2 =－9.73839×1015、b1 =3.35703×108、b0 =－1.91948 

  







 



3

0

0

n

n

ntcWtW  (t2＜t≦t3) （2－3） 

c3 =3.36185×1022、c2 =－4.3227×1015、c1 =1.26307×108、c0 =－0.241749 

ここで、t1 =14×10―9（s）, t2 =22×10―9（s）, t3 =40.8×10―9（s）を表し、W0はレ

ーザパルスの最大出力を表す。（2－1）～（2－3）の各式によって近似したレーザパ

ルスの時間変化を図 2－10b に示す。また、レーザパルスと各式を合成した結果を図

2－10cに示す。 

 このように三つの多項式を用い第三章から五章において、プラズマ成長、電子密度、

温度の理論計算を行った。 

 

2.8 レーザ光ビーム断面の強度分布 

レーザ光ビーム断面の強度分布は、レーザ光の光路にスプリッタを入れ一部を反射

させ、受光面に直径1（mm）の穴の空いたピンホールを付けたホトダイオードをマ

イクロメータ付きＸステージとＺステージにのせて測定した。レーザ光断面の水平方

向強度分布を図2－11aに、垂直方向強度分布を図2－11bに示す。図より、レーザ光

断面の水平方向、垂直方向の強度分布は共に均一でなく、中心とサイドで強度差が存

在する事が確認された。 
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図2－10a．レーザパルスの観測波形 

 

図2－10b．各式によって近似したレーザパルスの時間変化 

 

図 2－10c．レーザパルスと各式の合成結果 
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図 2－11a．レーザ光断面の水平方向強度分布 
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図 2－11b．レーザ光断面の垂直方向強度分布 
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第三章  レーザプラズマの電離過程 

 

3.1 電離過程 

レーザによる気体の電離過程は、二種類に分類される。一つは、同時に多数の光子

を吸収することにより直接電離が生じる多光子電離過程、もう一つは、レーザ光の強

電界中における逆制動放射による電子の加速と、それに続く衝突による電子増倍機構

のカスケード電離過程である。 

ここでは、レーザによるガス破壊やプラズマ成長過程を理解するのに必要な気体の

電離過程として、多光子電離とカスケード電離過程について基礎的事項を以下に示す。 

 

3.1.1 多光子電離 

多光子電離過程は、ほぼ同時に数個の光子を吸収することにより電離が行われる。

十分低い圧力で電子の平均自由行程が焦点体積の大きさより大きい時、逆制動放射に

よる電離はほとんど起こらず、唯一多光子電離のみで電離が起こる。この時、電離に

必要な光子数 N は以下のように表される。 

10 
h

eV
N   （3－1） 

 ここで、V0は電離電圧を表し、hνはレーザ光の光子 1個の持つエネルギーを表し、

＜＞はかっこ内の式の整数部を表している。 

レーザ光の光子 1個当たりのエネルギーは電離電圧に比べて小さいので、それだけ

で直接電離を引き起こすことは出来ない。しかし、レーザ光強度が強くなると光子密

度が高くなり、同時に多くの光子を吸収することにより電離が可能になる。この電離

過程を多光子電離過程と言う。アルゴンガスの電離エネルギーは 15.75（eV）であり、

また励起エネルギー11.5（eV）, 11.7（eV）の所に準安定準位をもっている。XeCl

エキシマレーザ光の光子 1個のエネルギーは、4.03（eV）なので、アルゴン原子が電

離されるには、同時に 4個の光子を吸収するか、3個光子を吸収して一旦準安定準位

に励起された後、更にもう 1 個の光子を吸収し電離する過程が考えられる。しかし、

後述の過程において、準安定準位に励起されている励起原子密度は、基底状態の中性
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原子密度と比べて圧倒的に小さいはずであるから、密度の小さい励起原子がさらに光

子を 1個吸収して電離する確率は、前者の 4光子を同時に吸収し電離する確率に比べ

て十分小さいと考えられる。多光子電離による電子の増倍過程を示す生起率方程式(95)

は、損失を無視すると次式で表される。 

N

gN

e

h

I
n

t

n















  （3－2） 

ここで、ne は電子密度、αＮは N 光子による多光子電離確率、ng は初期原子密度、I

はレーザ光の光強度、hはプランク定数、νはレーザ光周波数を表す。 

レーザパルスの立ち上がりから、多光子電離のみによって電子密度が増加し、初期

原子密度のδ倍になった時刻 tbに電離が生じたとすると次式で表される。 

g

t
N

gN ndt
h

I
n

b




 







0

 （3－3） 

ここで、δは電離度を表し、tbは絶縁破壊時間を表す。 

 

3.1.2 逆制動放射とカスケード電離 

自由電子とイオンとの衝突回数の多い条件下では、運動している自由電子がクーロ

ン力により減速される時、放射が起こる。これは、制動放射と呼ばれている。逆制動

放射は、制動放射の逆過程で、1個の光子が 1個の自由電子に衝突した時、そのエネ

ルギーの一部を自由電子に与える過程を言う。 

今回行った実験条件では、衝突電離によるカスケード過程が起こるためには、破壊

領域に少なくとも 1個の自由電子が存在しなければならない。しかし、宇宙線などに

より生成された偶存電子が微少な焦点体積中に短いレーザパルスの時間内に存在す

る確率は極めて小さい。従って、初期電子はレーザ光の多光子吸収による中性原子の

直接電離によって生成されるものと考えられる。多光子電離により初期電子が生成さ

れ、その後、逆制動放射により複数回加速された電子は、中性原子と衝突し電離に導

く。また、衝突電離によって生成された二次電子も逆制動放射過程により加速され、

新たな二次電子を生成する。一般に、このような電離過程をカスケード電離過程と言

い、衝突電離過程が何段階にも起きる必要がありレーザパルスの時間積分効果が重要
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となる。 

カスケード電離の主な損失過程は、電子とイオンの再結合過程と焦点体積外への電

子の拡散過程である。焦点体積外への電子の拡散はガス圧が高ければ高い程、焦点領

域の体積が大きければ大きい程小さくなる。また、電子とイオンの再結合は、一般に

高密度プラズマ中でしか生じない。よって、絶縁破壊過程では、再結合も拡散過程（付

録 1参照）も省略できると仮定した。 

電離がカスケード電離のみで生じると考えると、電子密度の時間変化は以下の式で

表される。 

ei

e
n

dt

dn
   （3－4） 

初期電子密度を ne0として（3－4）式を解くと以下のような式で表される。 


t

iee dtnn
0

0 exp   （3－5） 

ここで、ne0は初期電子密度、νiは衝突電離周波数を表す。 

 焦点において電子密度が初期原子密度のδ倍になった時刻を tbとし、その時刻に絶

縁破壊が起きたとすると、次式で表される。 

 
bt

gie ndtn
0

0 exp   （3－6） 

ここで、δは電離度を表す。 

衝突電離周波数νiは、吸収されるレーザ光が全て電離に用いられたと仮定すると、

Holstein等により次式で表される。(106) 






Nh

In

N

nF gengIen

i    （3－7） 

ここで、σenは弾性散乱の衝突断面積が、電子のエネルギーにあまり依存しない気体

中での自由－自由遷移を伴う光子吸収係数(95,107)で（m5）の次元をもつ。また、FIは

光子束（s－1m－2）、ngは初期原子密度（m－3）、νiは衝突電離周波数（s－1）を表す。 

 

3.2 破壊時間 
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 高圧アルゴンガス中にレーザ光を集光照射すると、集光レンズの焦点において絶縁

破壊が生じる。その破壊機構は多光子電離や逆制動放射によるカスケード電離で説明

出来る。そこで、高圧アルゴンガス中にレーザ光を集光照射し、その時の透過光を測

定することにより破壊時間を求め、破壊時間の圧力やレーザパワーに対する依存性を

求め、理論計算結果と比較した。 

 

3.2.1 レーザパルスの台形近似 

 レーザパルスは図 2－10a に示すように複雑な形をしている。そこで絶縁破壊時間

を理論計算するにあたりレーザパルスを立ち上がり時間と立ち下がり時間の異なる

台形波形で近似した。レーザパルスの台形パルス近似を図 3－1に示す。 

 
1

0
t

t
WtW         （0≦t≦t1）  （3－8） 

  0WtW          （t1＜t≦t2）  （3－9） 

 
23

3
0

tt

tt
WtW




      （t2＜t≦t3）  （3－10） 

 ここで、W0はレーザ光のピークパワーを示し、t1 =8.7×10―9（s）、t2 =24.2×10―9

（s）、t3 ＝40.8×10―9（s）を表す。 

レーザパルス照射時の初期段階において多光子電離のみによって電子密度が増え

てゆき電子密度が初期原子密度のδ倍になった時、集光レンズの焦点において絶縁破

壊が起こるとすると（3－3）式が成り立つ。また、逆制動放射過程とカスケード電離

により電子密度が増加するときは（3－6）式が適用される。 

 

3.2.2 破壊時間の理論計算 

 

3.2.2.1 多光子電離のみによる破壊時間 

 （3－3）式とレーザ光の近似式（3－8）～（3－10）式を用い破壊時間を計算する

と、多光子電離のみによる破壊時間 tbは以下のように表すことが出来る。 

破壊時間が（0≦tb≦t1）の場合（3－3）式は以下のように表される。 
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   （3－11） 

上式を用いて破壊時間 tbを求めると以下のように表される。 
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  （3－12） 

破壊時間が（t1＜tb≦t2）の場合（3－3）式は以下のように表される。 
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   （3－13） 

上式から破壊時間 tbを求めると以下のように表される。 
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  （3－14） 

破壊時間が（t2＜tb≦t3）の場合（3－3）式は以下のように表される。 
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                               （3－15） 

上式から破壊時間 tbを求めると以下のように表される。 
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  （3－16） 

上式により、破壊時間とレーザパワーや圧力との関係から多光子電離が起こっている

かどうかが分かる。また、時刻 t3時に電子密度がδngになったとすれば、多光子電離

のみによる破壊のしきい値のガス圧依存性を（3－15）式から求めることが出来る。 
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  （3－17） 

上式より、多光子電離による破壊のしきい値は圧力にほとんど依存しないことが分か

る。 

 多光子電離確率αN の量子理論計算については Bebb(29)らによって詳しく調べられ

ている。それによると、ルビーレーザを用いた場合、アルゴンガスの電離に必要な光
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子数 N=9 に対する電離確率αN は約
265103  である。また、エキシマレーザの波長

（308nm）を用いた場合の電離確率αNの正確な値は求められていない。そこで、エ

キシマレーザの光子エネルギーに対するアルゴンガスの電離確率の乗数値は

        HHArAr 9494   から求めた。水素は、ルビーレーザの光子エネルギー

に対する電離確率  H9 （約 244101  ）と、エキシマレーザの光子エネルギーに対す

る電離確率  H4 （約 117101  ）が分かっている。そこで、この乗数の比をアルゴン

ガスのルビーレーザの光子エネルギーに対する電離確率  Ar9 （約 265103  ）の乗数

値にかけ、エキシマレーザの光子エネルギーに対するアルゴンの電離確率  Ar4 の乗

数値を求めた。よって、エキシマレーザの光子エネルギーに対する電離確率  Ar4 は

127101  とした。 

破壊過程において多光子電離が支配的であると仮定し、多光子電離により生成され

る電子が中性原子のδ倍になる時間を（3－12）式を用いて理論計算を行った。計算

において電離度を 10%と仮定すると、圧力が約 10（atm）の場合、破壊時間は約 100

（ns）となり、パルスの半値幅 30（ns）より長くなった。この為、多光子電離は高

圧ガス中では支配的ではないと考えられる。 

 

3.2.2.2 カスケード電離のみによる破壊時間 

 今回、実験に用いたレーザ光の全パルス幅は 40（ns）と比較的長い、その為プラ

ズマは多光子電離で初期電子 ne0 を生成し、その後カスケード電離で絶縁破壊が起き

ているものと考えられる。損失を無視すると、カスケード電離による電子密度の時間

変化は（3－4）式で表される。 

 初期電子密度を ne0 とし、初期原子密度のδ倍になった時破壊が起きたと仮定し、

（3－4）式を解くと（3－6）式で表される。 

 衝突電離周波数νi は吸収されるレーザ光のエネルギーが全て電離に用いられると

仮定すると、破壊時刻 tbが（0≦tb≦t1）の場合（3－6）式は以下のように表される。 

 


bt
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  （3－18） 

（3－18）式を用いて破壊時間 tbを計算すると以下のように表される。 
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  （3－19） 

破壊時刻 tbが（t1＜tb≦t2）の場合（3－6）式は以下のように表される。 
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（3－20）式を用いて破壊時間 tbを計算すると以下のように表される。 
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   （3－21） 

破壊時刻 tbが（t2＜tb≦t3）の場合（3－6）式は以下のように表される。 
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（3－22）式を用いて破壊時間 tbを計算すると以下のように表される。 
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  （3－23） 

また、カスケード電離のみによる破壊のしきい値 Ithrを tb=t3とし求めた。 
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   （3－24） 

カスケード電離のみによる破壊のしきい値を（3－24）式より求めた。中性原子密度

ngは圧力に依存するので、破壊のしきい値は圧力に逆比例することが分かる。 

 

3.3 破壊時間の測定結果 

破壊時間の測定に用いた実験装置の配置を図 3－2 に示す。ガスの絶縁破壊時間 tb

は、レーザ光の立ち上がりからレーザ光が吸収され始めるまでの時間とした。測定し

た透過レーザパルスを図 3－3a,bに、破壊時間の圧力依存性の測定結果と理論計算結

果を図 3－4に、レーザパワー依存性を図 3－5に、またカスケード電離のみによって

計算した破壊のしきい値の圧力依存性の測定結果と理論計算結果を図 3－6 に示す。

図 3－3a,bにおいてレーザパルス終了後に出力の増加が見られるが、レーザパルス終

了後の現象の為考慮しなかった。また、図 3－3bにおいて、レーザパワーが低くなる
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とレーザパルスの形がわずかに変わっている。しかし、レーザパワーの変化による波

形変化は小さいので、理論計算に用いたレーザパルスの近似波形は、レーザパワー10

（MW）時の波形を用いた。図 3－4, 3－5において、線は理論計算によって求めた破

壊時間である。破壊時間の理論計算は、破壊がカスケード電離によって起こるものと

して計算した結果である。電離度δ=0.1、初期電子密度 ne0=1とし、圧力とレーザパ

ワーの値を（3－19）,（3－21）,（3－23）式に代入し計算した。図より、実験結果

と計算結果は定性的にほぼ一致したが、定量的には、10（atm）以上の圧力において

測定値の破壊時間が長くなった。また、レーザパワーや圧力が高いほど破壊時間が短

くなる事が分かる。次に、破壊のしきい値の理論計算値と実験値を比較してみると定

性的にほぼ一致し、圧力が高くなるにつれて破壊のしきい値は小さくなった。以上の

結果から、カスケード過程による電離が支配的であると言うことが出来る。しかし、

実験結果と理論計算結果の比較から 10（atm）以上の圧力では、カスケード電離によ

って生成された自由電子の損失が無視できないのではないかと考えられる。 

自由電子の損失過程として一般的に再結合過程と拡散が考えられる。今回の実験条

件を考慮すると、圧力が高くなる程再結合回数が増加し拡散による損失は減少する。

しかし、一般に再結合過程は電子温度が高くなると起こりにくい。 

また、再結合過程として、放射再結合、二電子三体再結合、解離再結合過程が考え

られる。紫外線レーザを用いて生成したプラズマの電子温度は、プラズマからの放射

光を分光測定した結果、約 105（K）であった。しかしながら、電子密度は 1027（m－

3）と非常に高密度なプラズマである。また、レーザパルスは 40（ns）と再結合や拡

散に要する時間より短い。そこで、今回の実験条件では、レーザパルス照射中の再結

合過程として、二電子三体再結合のみ考慮すれば良いのではないかと考えられる。 
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図 3－1．レーザパルス台形近似 
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図 3－2．透過光測定装置図 
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図 3－3a．種々のガス圧に対するレーザ透過光波形 
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図 3－3b．種々のレーザ光強度に対するレーザ透過光波形 
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図 3－4．破壊時間の圧力依存性 
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図 3－5．破壊時間のレーザパワー依存性 
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図 3－6．破壊のしきい値の圧力依存性 

 

3.4 レンズの焦点距離の変化 

レーザ光強度が破壊のしきい値付近の時、圧力が増加すると絶縁破壊が発生する場

所が光軸前方に移動する現象が観測された。レーザ光はレンズによって集光されてい

るので光強度は集光レンズの焦点が一番高い。その為、圧力の増加に伴い気体の屈折

率が無視できなくなり、実際の焦点距離が伸びたのではないかと考えられる。そこで、

気体の屈折率を考慮した集光レンズの実効的な焦点距離を求めた。この為、レーザ光

源からの出射ビームは、ほぼ平行ビームと仮定し、レーザビーム、集光レンズおよび

焦点の幾何学的配置を図 3－7a,bに示した。まず、図 3－7aにおいて次の関係式が成

り立つ。 

d

d

cc V

T

V

F

V

R
   （3－25）,    222 rTFR d    （3－25）’ 

ここで、Vc ,Vd は真空中とレンズの誘電体中の位相速度、F はレンズの焦点距離、R
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は光軸から r だけ離れた点における焦点からレンズまでの距離、Tdはレンズの厚さを

表す。レンズの屈折率 n は Vc / Vdで表されるので、上記２式から、レンズの厚さ Td

は以下の式で表される。 

     
1

111

2

2222






n

rnFnFn
Td   （3－26） 

次にガスの圧力が高くなり、その屈折率が無視できない場合には、図 3－7bが対応す

るので（3－25）式は以下のように書き直される。 

d

d

x

x

x

x

V

T

V

F

V

R
   （3－27）,    222 rTFR dxx    （3－27）’ 

ここで、Vxは高圧気体中の位相速度である。 (3－27) 式と (3－27)’式から、実効焦

点距離 Fxについて解くと以下のようになる。 

 
  dx

dx
x

Tnn

Tnnr
F

12

1 2222




   （3－28） 

ここで、nxは高圧気体中の屈折率を表す。 

（3－26）式において、 1
F

r   と近似できる場合、Tdは、次のように近似できる。 

 Fn

r
Td

12

2


   （3－26）’ 

この式を、（3－28）式に代入して次式を得る。 

 

1

1






x

x

n

n

Fn
F   （3－29） 

また、気体の屈折率の圧力依存性は、圧力 p（atm）、１気圧のアルゴンガスの屈折率

を nx0 として以下のように表される。(108) 

 11 0  xx npn   （3－30） 

圧力の増加による屈折率の増加が 1 より大きく離れていない時は次式で近似できる。 

 
F

n

nnp
F x

x 













1

1
1 0   （3－31） 

上式より、実効焦点距離は圧力の増加に伴い伸びる。この為、上式にレンズの屈折率
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n =1.486、1気圧のアルゴンガスの屈折率 nx0＝1+2.837×10―4、レンズの焦点距離 F 

=40（mm）を代入して計算した結果を図 3－8に示す。焦点距離の増加は、ストリー

クカメラを用いて測定した。図より測定値と理論計算値を比較するとほぼ一致した。

以上の結果から、圧力が高くなるとレンズの実効的な焦点距離が 150（atm）で数

mm伸び、無視できないことが分かった。 

 圧力を変えて実験をする時は、圧力による焦点距離の増加を考慮し、実験前にしき

い値付近のレーザパワーでプラズマを生成し、焦点を求めてから実験を行った。 

 

図 3－7a．真空中におけるレンズと焦点距離の関係 

 

 

図 3－7b．高気圧ガス中でのレンズと焦点距離の関係 
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図 3－8．焦点距離の圧力依存性 
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付録１     自由拡散の計算 

 

プラズマ生成以前の拡散は、電子密度が低い為、自由拡散で起こると考えた。 

レーザパルス時間τの間に電子の拡散による二次元の拡がり半径 rD は以下の式で与

えられる。 

eD Dr 4    （A1－1） 

ここで、Deは電子の拡散係数を表し次式で与えられる。 

eme

e
e

m

KT
D


    （A1－2） 

ここで、meは電子の質量、νemは衝突周波数、Kはボルツマン定数、Teは電子温度を

表す。 

これが、焦点領域の大きさより十分小さければ、拡散過程は省略できる。そこで、圧

力 p =10（atm）、電子温度 Te＝10（eV）とすると衝突周波数は次式で表される。 

14

8

5

1088.0
106.2

103.7









e

m

em

Tv


  (s－1)   （A1－3） 

よって、（A1－2）式と（A1－3）式より拡散係数は以下の値となる。 

019.0eD  (m2/s)    （A1－4） 

次に、（A1－4）式を（A1－1）式に代入し拡散時間τ=10（ns）とすると拡散距離は

5.27Dr （μm）となり、集光レンズの焦点における平均半径 50r （μm）より小

さい。よって、プラズマ生成以前における拡散は考慮しなかった。 
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第四章  レーザプラズマの物性 

 

4.1 電子密度分布 

紫外線レーザによって高圧アルゴンガス中に生成したプラズマの物性を知ること

は、その成長機構を知る上で重要である。レーザ光を集光することによって 150

（atm）までの高圧気体中に生成されるプラズマの電子密度はアルゴンイオンレー

ザを用いてマッハツェンダー干渉計を構成し、その位相差の変化から電子密度を求

めた。 

 

4.1.1 実験方法 

電子密度の測定に用いた実験装置を図 4－1に示す。紫外線レーザによって生成し

たプラズマの密度は、アルゴンイオンレーザでマッハツェンダー干渉計を構成し、

位相差の変化から測定を行った。アルゴンイオンレーザは、波長 488（nm）、最大

パワー15（mW）で発振する。圧力が数十気圧以上になるとプラズマ領域内での密

度勾配が大きくなるため、入射レーザ光の大部分が屈折、散乱され、透過光成分は

小さくなる。そこで、ハーフミラーをスプリッタに変え、プローブレーザのプラズ

マ中を透過する光のパワーを大きくした。スプリッタは厚さ 1（mm）の石英ガラス 
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図 4－1．電子密度測定配置図 
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板で、透過率約 90％、反射率約 10％である。また分光器は、点線の場所から実線で

表した場所に移動して使用した。透過光と参照光の位相差を精度良く測定するには、

両者の強度をほぼ等しくなるように調整しておくことが望ましい。しかし、透過光

強度は、中心部の電子密度によって変化するので、参照光の光路にフィルターを挿

入し、両者の強度が等しくなるように調整した。これにより、広範囲の電子密度測

定が可能となった。紫外線レーザによって生成したプラズマは集光レンズの焦点か

ら前方と後方に成長する。その為、密度分布を測定する時は、ミラー2 とスプリッ

ター2 をマイクロメータ付きＸステージにのせ前後に動かして測定した。プラズマ

の発光は多くの波長の光を含んでいる、この為、分光器をアルゴンレーザ光の発振

波長に設定し、外乱光の影響を取り除いた。 

 

4.1.2 透過干渉法による電子密度測定の原理と測定例 

 位相差の変化から電子密度 neを求める方法を以下に示す。一般に、プラズマ中を

伝搬してきたプローブレーザ光と大気中を伝搬してきたレーザ光を干渉させると、

光路間の伝搬時間の違いにより生じる位相差を 2πで割った値 FLは以下の式で表さ

れる。 

 


 L1
FL


   （4－1） 

ここで、μはプラズマ中の屈折率、λはアルゴンイオンレーザ光の波長、Ｌは媒質

中を透過するレーザ光の光路長を表し、図 2－9b に表されるそれぞれの場所におけ

るプラズマ半径方向の実測値を用いて計算した。 

 また、プラズマ中の屈折率μは以下のように表される。 

     2//1/1
22

1
2

 pp    （4－2） 

ここで、ωp はプラズマ角周波数と呼ばれる量で、（4－3）式で表され、プラズマ周

波数 fpは（4－3）’式で表される。 

2
1

0

2
















m

ene
p   （4－3）,  e

p

p nf  98.8
2


  （4－3）’ 
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（4－1）式と（4－3）式を用いると、電子密度 neは次式で表される。 

L

F
n L

e

151018.2   （m―3）  （4－4） 

よって、位相差の変化を測定することにより電子密度 neを求めることが出来る。 

今回使用したアルゴンイオンレーザ光の波長は 488（nm）なので、その周波数 fp

は 6.14×1014（Hz）となる。よって、アルゴンイオンレーザ光のカットオフ密度 nc

は（4－3）’式より 4.68×1027（m―3）となる。 

スプリッター2 に入射する参照光の電界を  tjEr exp 、プラズマを透過した信号

光の電界を   ttjEs  exp とすると、スプリッタ 2 により合成された電界 E(t)は

次式で与えられる。 

      tjEttjEtE rs  expexp    （4－5） 

これをホトマルで受けた時、出力電圧 V(t)は次式で与えられる。 

     tEtEtV *

2

1
  

            tjEEtjEEEE rsrsrs  e x pe x p
2

1

2

1 **22
  

          trErE rr cos1
2

1 222
  （4－6） 

ただし、 rs EEr  、Δφ(t)=2πFL、δはΔφ=0の時の Esと Erの位相差を示す。 

 スプリッター2（図 4－1 参照）を通った光を一旦分光器を通してプラズマの発光

成分を取り除き、ホトマルで受光したときの出力波形を図 4－2 に示す。図 4－2 

A,B,C が干渉波形を図 4－2 Dがエキシマレーザ光の波形を表す。 

チャンバーが真空の時、位相差の変化はなく（A図）、圧力が高くなるに従って位

相差の変化が大きくなる（B,C 図）。 

 一般に干渉波形は（4－6）式に示したように、位相差の変化分   LF2t   の増減

に伴って振動する。また、r が小さいとき、振動成分は抑圧されて小さくなる。 

 図 4－2 B,C 波形の最初の部分において、プラズマ領域に入射するプローブレーザ

光の大部分がプラズマにより屈折、散乱されるので r が小さくなり振動成分は観測
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されなかった。 

 密度が最も高くなった後は、拡散によりプラズマ領域が拡がり密度は減少しはじ

めるので、プローブレーザ光の透過光強度も増加する。その結果、Δφ(t)の減少過

程での干渉波の振動が観測されるようになる。 

 電子密度が最大時の位相変化量は十分時間が経過し振動が収まったと考えられる

時間を基準として、過去に逆上って振動回数 FLをプロットし、図 4－3 に示すよう

にレーザパルス終了時まで外挿する事により求めた。 

なお、図 4－2 A,B,C において、エキシマレーザパルスが印加される直前のレベル

が異なるのは、光学系が時間的にゆっくりとした外乱を受け、測定毎に、（4－6）式

のδに相当する量が変化しているためである。 

 

 

 

図 4－2．位相差信号 
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図 4－3．位相差信号の外挿例 

 

4.1.3 実験結果 

 集光レンズの焦点における電子密度の最大値の圧力依存性を図 4－4に示す。図中

の実線は、初期原子密度を示す。電子密度は、圧力の増加と共に高くなる。また、

レーザパワー15（MW）の時、電子密度は 150（atm）までほぼ完全電離状態であ

り、その時の電子密度は 1027～1028（m－3）に達し、高密度プラズマが生成されて

いる事が分かった。しかし、レーザパワーが 5（MW）以下の時、電子密度は圧力の

増加と共に飽和し、100（atm）以上で減少した。これは、圧力が高くなると周りの

ガスとの衝突により温度が低くなり、再結合の回数が多くなる為によるものである。 

電子密度のレーザパワー依存性を図 4－5に示す。図より、圧力が 50,100（atm）

の時、レーザパワーの増加に伴い電子密度は急激に増加し 10（MW）以上になると

飽和する事が分かった。 

これは、レーザパワーが 10（ＭＷ）以上の場合、150（atm）まで完全電離に近

いプラズマが得られている為、レーザパワーの増加がプラズマの加熱に使われず、

プラズマ長の増加に使われる為であると考えられる。この現象は、後方プラズマ長
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の実験結果である図 2－5からも分かる。 

電子密度の測定にあたり、波長 488（nm）のプローブ用レーザ光のカットオフ周

波数は 6.14×1014（Hz）となり、そのカットオフ密度は 4.68×1027（m－3）である。

この値は、今回測定した電子密度の最大値より大きい。また、プラズマ生成用のレ

ーザ光の波長は 308（nm）なので、プローブレーザ光の波長よりさらに短く、プラ

ズマ中を伝搬することが出来ると考えられる。そこで、プラズマ周波数とレーザ光

の周波数を図 4－6に示す。プラズマ周波数よりレーザ光の周波数が約二倍程高い事

が分かった。 

プラズマは、焦点後方ばかりでなく前方にも成長する。そこで、エキシマレーザ

光の光軸に沿って焦点の前後における密度分布の測定を行った。その結果を図 4－7

に示す。電子密度は焦点で一番高く、前方や後方に行くに従って低くなっている。

集光レンズの焦点でレーザ光の光強度が最も強い為、焦点における電子密度が最も

高くなった。また、プラズマの形状が前方と後方で異なり、前方でレーザ光が自己

収束している為、焦点前方における電子密度が後方より高くなったと考えられる。 

以上の結果から、紫外線レーザ光を高圧アルゴンガス中に集光照射することによ

って生成されたプラズマの密度分布は場所によって異なることが分かった。 
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図 4－4．電子密度の圧力依存性 
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図 4－5．電子密度のレーザパワー依存性 
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図 4－6．圧力に対するプラズマ周波数とレーザ光の周波数 
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図 4－7．レーザプラズマの密度分布 



 49 

4.1.4 生起率方程式 

電子密度の測定結果を理論計算結果と比較するため、簡単な生起率方程式をたて

理論計算を行い電子密度 neを求めた。 

多光子電離、衝突電離、拡散及び再結合を考慮した場合、電子密度の生起率方程

式は次式で表す。 

2

0
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eeei

N

gN
e nnDn

h

I
n

t

n



 













 （4－7） 

ここで、Dは拡散係数、α0は再結合係数を表す。 

逆制動放射により電子に吸収されたレーザ光のエネルギーが全て電離に使われる

と仮定し、強度と電界の関係式   22

00EcI  を用いて、単位時間あたり１個の電子

が衝突電離を起こす回数、すなわち衝突電離周波数νiを表すと（3－7）式で表され

たように以下の式で表される。 






Nh

In eng

i   （4－8） 

ここでアルゴンガスを用いた場合、光子の吸収係数σen～1.138×10－50（m5）（95,107） 

とし、電離に必要な光子数 N=4として計算するとνi≒4.74×10－7pI（s－1）となる。

圧力 p =150（atm）までの範囲において、集光レンズの焦点においてほぼ完全電離

プラズマが得られるレーザパワー10（MW）時の焦点におけるレーザ光強度 I =1.32

×1015（W/m2）の時、衝突電離周波数は、νi＝6.26×1010（s－1）程度となる。 

密度勾配が存在するところでは、一般に拡散が生じる。プラズマ生成以前は、自

由拡散で拡散が生じていると考えられる。（付録２参照）しかしプラズマ生成後は、

電子密度が高く、両極性拡散で拡散が生じていると考えられる。この為、プラズマ

生成後の電子密度の計算は、両極性拡散を考慮しなければならない。 

両極性拡散の場合、拡散係数は次式で表される。 

e

kT
D ei  （4－9） 

ここで、μiはイオンの移動度、kはボルツマン定数、eは電子の電荷を表す。 

気体圧力 p ≒ 100 （ atm）、電子温度 Te ≒ 105 （ K）、焦点体積の半径
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  6

0||0 10502  rrr （m）から特性拡散長ΛはΛ=r0 /π≒10－5（m）とし、イオ

ン移動度の実測値(109)を用いて計算すると、単位時間あたりの拡散による損失の割合

は D /Λ2≒107となり衝突電離周波数より３桁小さくなる。よって、拡散による損失

は無視した。 

 また、再結合過程として、放射再結合,二電子三体再結合,解離再結合が考えられる。

放射再結合係数α1、二電子三体再結合係数α2
(110)は次式で表される。  

1918

1 1010  ～  （m3/s） （4－10） 

2
921

2 106.5
 eeTn  （m3/s） （4－11） 

ここで、Teは電子温度を表す。 

電子密度として ne≒1027（m－3)、電子温度として Te≒105（K）を仮定すると、それ

ぞれの係数はα2≒10－16（m3/s）となりα2がα1と比べ二桁以上大きい値となる。 

 再結合による単位時間あたりの損失の割合は、二電子三体再結合係数を用いた場

合、α2ne≒1011（s－1）なので、衝突電離周波数νi＝6.26×1010（s－1）とほぼ等しい

値となり、小さいと言えない。 

 以上の結果から、電子密度の時間変化はプラズマの生成に支配的でない多光子電

離と拡散の項を除き、衝突電離と二電子三体再結合のみ考慮した。その結果、レー

ザパルス照射中における電子密度の時間変化は次式で表す。 

2

2 eei
e nn
t

n
 




 （4－12） 

 圧力 100 （atm）、レーザパワー10（MW）の時、理論計算した電子密度の時間変

化を図 4－8に示す。図より、レーザ光が照射されてから約 3（ns）後プラズマが生

成されていることが分かる。 

集光レンズの焦点において理論計算した電子密度の最大値を圧力に対してとった

ものを図 4－9に示す。図中の実線は初期原子密度を表している。図より電子密度は

圧力の増加と共に増加し飽和した。 

 理論計算した電子密度の最大値のレーザパワー依存性を図 4－10 に示す。圧力が

高い場合、図に表されていないが、電子密度はレーザパワーが低い所で急激に立ち

上がる。これは、破壊のしきい値付近のレーザパワーと一致する。その後、電子密
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度はレーザパワーの増加に伴い、ゆっくりと増加する。これは、図 4－5に示す実験

結果と定性的にほぼ一致した。 

 

4.1.5 まとめ 

高圧ガス中に生成したプラズマの電子密度についてレーザ干渉計を用い位相差の

変化から電子密度を求めた。電子密度はレーザパワーが 15（MW）の時、圧力の増

加に伴い増加し 150（atm）まで完全電離し、その電子密度は 1027（m－3）に達して

いることが分かった。また、紫外線レーザで生成した高圧プラズマは焦点後方のみ

ならず前方にも成長する。その為、密度分布を測定した結果、電子密度は、集光レ

ンズの焦点で最も高く、後方より前方の電子密度が高くなった。 

 

 

0 2 4

1

2

[10
+27

]

Time (s)

E
le

c
tr

o
n

 D
e
n

s
it
y
 (

m
–
3
)

Pressure 100atm

Laser Power 10MW

Electron Temperature 1.5×10
5
K

[×10
–8

]
 

図 4－8．電子密度の時間変化 
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図 4－9．理論計算した電子密度の圧力依存性 
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図 4－10．理論計算した電子密度のレーザパワー依存性 
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4.2 電子温度分布 

高圧アルゴンガス中に生成したプラズマの温度分布は、プラズマの発光を分光測

定し線スペクトル強度比と連続光強度分布から求めた。 

 

4.2.1 線スペクトル強度比を用いた温度計測 

一般に、高密度プラズマで放射過程が衝突過程に比べて無視でき、各準位間の分

布が衝突過程のみで決定されると仮定したモデルを局所熱平行モデルと言う。線強

度比から温度を決定する場合、どの準位間のスペクトルを用いるかが重要な問題と

なる。励起準位のうち、エネルギー間隔の最も大きい準位間では、衝突による平衡

条件が成り立ちにくいと考えられる。今回、エキシマレーザを高圧ガス中に集光照

射する事によって生成されたプラズマは、電子密度が 1027（m－3）と高密度なので、

衝突過程に比べ放射過程が無視出来る。また、二本の線スペクトル強度比から温度

を求めると誤差が大きくなるのでいくつかの線スペクトル強度を測定し、

 ijiijij gAI /ln を Eiに対してプロットし、実測値が直線に乗っていることから局所熱

平衡(Local Thermal Equilibrium)が成り立っていることを確かめ、その直線の傾き

から電子温度 Teを求めた。その理論式を以下に表す。(111)  

 局所熱平衡にある系では、エネルギー準位 i にある励起密度 niはボルツマン分布

によって表される。 

  











e

i

e

ii

kT

E

TU

g

n

n
exp    （4－13） 

ここで、nは原子・イオン全体の密度を表し、Eiは基底状態から準位 i への励起エネ

ルギー、giは準位 i の統計的重み、U(Te)は分配関数で表され、次式のようになる。 

   











i e

i
ie

kT

E
gTU exp    （4－14） 

準位 i から j への遷移確率を Aij 、その時放射されるスペクトル線の周波数をνij 、強

度を Iij とすると、Iij は次式で与えられる。 

ijijiij AnI   
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I exp    （4－15） 

ただし、  hEE jiij  とする。 

同様にして、準位 kから l への遷移に伴うスペクトル線強度 Iklは 













e

k

klklkkl
kT

E
Ag

U

n
I exp    （4－16） 

となる。 

ここで、Iijと Iklの比をとると 
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   （4－17） 

上式から gi  , gk  , Aij  , Akl の値が既知であれば、電子温度 Te を求める事が出来る。 

しかしながらこの方法では、どのスペクトル線を選ぶかによって Teの値がバラツク

ので、本研究では以下のような方法を用いて、Te のバラツキを押さえた。以下にそ

の方法を示す。 

まず、（4－15）式を以下のように書き直す。 

e

i

ijiji

ij

kT

E

U

n

Ag

I
























lnln


   （4－18） 

上式において、定数項 ln(n/U) は別として、ln(Iij/giAijνij) は Ei  に比例し、その係

数は－(1/kTe)に等しいことが分かる。従って、多くのスペクトル線に対し、ln(Iij/giAij

νij) を Ei に対しプロットすれば良く、その直線の傾きから電子温度 Te が求められ

る。 

 

4.2.1.1 実験方法 

線スペクトル強度比を用いた温度計測の実験は、レーザ光の発光を分光計測する

ことにより求めた。実験装置を図 4－11 に示す。エキシマレーザによって高圧アル

ゴンガス中に生成されたプラズマは、白く発光しているので、その発光を焦点距離

120（mm）のリレーレンズにより分光器のスリット上で１：１になるように配置し

た。分光器は、焦点距離 1000（mm）で分解能が 0.016（nm）の回折格子分光器（日
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本分光 CT－100）を、光電子増倍管（浜松ホトニクス社製 R761）は、波長感度

範囲 200～800（nm）の物を使用し、測定を行った。 

温度の空間分布を測定する時は、ミラーをマイクロメータ付きのＸステージにの

せ前後に移動させ測定した。 

Spectroscope

Filter

Photomultiplier

Oscilloscope

Ar

Mirror

Excimer Laser

Photodiode

Splitter

Chamber

 

図 4－11．電子温度測定配置図 

 

4.2.1.2 測定結果 

一価のアルゴンのラインである波長 434.81（nm）、レーザパワー10（MW）、圧

力 10（atm）の時、分光波形と入射レーザ光の波形の一例を図 4－12に示す。図よ

り、分光波形は、入射レーザ光の立ち上がりよりも少し遅れて立ち上がり、ピーク

に達した後減少している事が分かる。レーザ光を分光器に直接入射し測定したとこ

ろ測定系の遅れは、約 25（ns）であった。図より、前方と後方では、波形の立ち上

がり時間が異なる。これは、プラズマ成長速度が前方と後方で異なり、前方プラズ

マの方が後方より成長速度が速いことによるものである。また、分光波形において

前方ではピークが二つ、後方ではピークが一つになる現象が観測された。そこで、

前方において最初のピークをピーク 1、二つめのピークをピーク 2と呼ぶ事にする。  

圧力 30（atm）、レーザパワー10（MW）の時、光軸上の位置に対するピーク 1

とピーク 2 の現れる時間を図 4－13 に示す。図より、ピーク 2 は前方になるほど現
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れる時刻が遅くなっていることが分かる。また、ピーク 1 は焦点において最小値を

示しその後、前方において現れる時刻がわずかながら増加した。これは、図 2－3a

に示すプラズマのストリーク像から分かるように、プラズマは最初集光レンズの焦

点において生成され、その後前方と後方に成長するためであると考えられる。また、

ピーク 1 は後方において、ピーク 2 と分離し難くなった。そこで、それぞれのピー

クが現れる時間を外挿したところ、焦点後方 2（mm）付近でピーク 1とピーク 2の

現れる時間が一致した。 

ピーク 2 の伝搬速度を種々の圧力に対してプロットした結果を図 4－14 に示す。

ピーク 2 の伝搬速度は、焦点前方 0.2（mm）と 0.5（mm）の間におけるピーク 2

の時間と距離から求めた。 

図より、ピーク 2 の伝搬速度は、圧力に逆比例している。そこで、プロットされ

た点の傾きをグラフから読みとったところ、ほぼ－1の傾きであった。 

拡散係数は圧力に逆比例するので、ピーク 2 は、後方からの拡散によって生じて

いるものと考えられる。また、ピーク 1 とピーク 2 の強度を比べてみるとピーク 2

の方が大きい。これは、レーザ光をレンズで集光しているため後方プラズマの方が

前方より半径が大きく従って発光領域が大きいため、分光器の受ける光信号の強度

が強くなる為であると考えられる。 

 レーザパワ－10（MW）の時、光軸上の位置に対するピーク 2 の時間を図 4－15

に示す。図より後方から前方に行くに従いピークの現れる時間が遅くなった。また、

圧力が高くなるとピーク 2 の現れる時間が遅くなり、70（atm）以上の圧力におい

て、ピーク 2 は観測されなかった。これは、圧力が高くなると、他の原子やイオン

との衝突過程が多くなり、拡散速度が遅くなり、プラズマが拡散する前に冷やされ

消滅する為であると考えられる。 

従って、ピーク 1 は測定した場所からの発光であり、ピーク 2 は後方で発生した

プラズマが測定点まで拡散した結果であり、プラズマの温度を測定するときはピー

ク 1に注目して実験を行った。 
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図 4－12．分光器を通った光のホトマル出力波形 
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図 4－13．光軸上の位置に対するピーク１とピーク２の時間 
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図 4－14．圧力に対する拡散速度 
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図 4－15．光軸上の位置に対するピーク２の時間 

 

 集光レンズの焦点において、圧力 10（atm）の時、分光器を通して得られた出力

のピーク 1 の値を波長に対してとったものを図 4－16 に示す。測定は光電子増倍管

の感度が良い 350～550（nm）の間で行った。図より、連続光上に多くのラインが

観測された。これらのラインは、一価のアルゴンのラインであり、多価イオンのラ

インはほとんど観測されなかった。これは、アルゴンガスがほぼ一価に電離してい

るためによるものと考えられる。電子温度は、これらのラインの中からいくつかの

ラインを選び、ライン強度から連続光の強度を引いた強度比から求めた。今回、温

度測定に使用したラインを表 4－1に示す。表 4－1には関連する準位、遷移確率（112

－121）等を表示した。 

線スペクトル強度比をプロットしたものの一例を図 4－17 に示す。横軸が上準位

のエネルギーレベルを表し、縦軸が光強度比を表す。図より、測定値が直線上にほ

ぼのっていることからプラズマが局所熱平衡状態である事が分かる。電子温度は、

図 4―17に示した測定値を結ぶ直線の傾きから求めた。 

例えば図 4―17 の 5（atm）において、Ei が 22.7（eV）時 ln(Iij/giAijνij)は ln3.8
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となり、Ei が 19（eV）時 ln(Iij/giAijνij)は ln2.0となる。電子温度は、グラフの直線

の傾きから求めると、    197.220.2ln8.3ln1 ekT より、 76.5ekT （eV）となる。

よって、電子温度 Teは約 6.7×104（K）となる。 

集光レンズの焦点における電子温度の圧力依存性を図 4－18 に示す。エキシマレ

ーザ光を高圧ガス中に集光することによって生成したプラズマの電子温度は最大

105（K）程度で、50（atm）以下では、圧力の増加に伴い電子温度も増加した。し

かし、圧力が高くなると電子温度は飽和傾向を示し、あまり高くならなかった。こ

の事は、入射レーザ光のエネルギーが電子密度の増加に費やされ、電子加熱まで至

らなかった為であると考えられる。その為、電子温度は圧力が高くなると弱い圧力

依存性を示したと考えられる。 

 集光レンズの焦点における電子温度のレーザパワー依存性を図 4－19 に示す。図

より、電子温度は、レーザパワーにほとんど依存しない事が分かる。これは、レー

ザパワーが増加すると、焦点後方にプラズマが速く成長してしまい、レーザパワー

の増加がプラズマの加熱に使われなくなる為によるものと考えられる。レーザパワ

ーの増加に伴い後方プラズマ長が長くなる現象は、後方プラズマ長のレーザパワー

依存性の実験結果である図 2－5に見られる。 

集光レンズの焦点における電子温度の時間変化を図 4－20 に示す。電子温度の時

間変化は、焦点における分光波形のピーク１の時間変化から求めた。圧力が 5（atm）

以下の時、電子温度がピークに達する時間は、ほぼレーザパルスの終了時刻であっ

た。 

レーザプラズマの電子温度の時間変化は、レーザ光による加熱と損失によって決

まる。高圧ガス中にレーザ光を集光照射する事によって生成されたプラズマは、１

気圧以下のガス中に放電等によって生成されたプラズマと異なり、電子温度とイオ

ン温度はほぼ等しい。（付録３参照）レーザプラズマは、集光レンズを用いて生成す

るため、プラズマの大きさが小さく、周囲のガスとの衝突による損失が支配的であ

ると考えられる。 

よって、実験結果から、圧力が低い時は、周囲の気体との衝突による損失が少な

いため、レーザパルスの終了時刻まで電子温度が増加したと考えられる。また、圧
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力が高い時は、周囲の気体との衝突による損失が増加し、この為、電子温度のピー

ク時刻とレーザパルスのピーク時刻がほぼ同じになったと考えられる。 
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図 4－16．集光レンズの焦点における分光出力の波長依存性 

 

 

表 4―1．アルゴンイオン（ArⅡ）の線スペクトル 

波長 励起エネルギー エネルギー準位 遷移確率 統計的重み
λij(nm) Ｅi(eV) Ｅj(eV) Transition J Ａij ｇi

373.79 24.81 21.50 4p'2Do-4d'2F 5/2-7/2 2.3 6

376.53 22.51 19.22 4p4Po-5s4P 5/2-5/2 0.98 8

407.20 21.50 18.45 4s'2D-4p'2Do 5/2-5/2 0.57 6

434.81 19.49 16.64 4s4P-4p4Do 5/2-7/2 1.24 6

442.60 19.55 16.75 4s4P-4p4Do 3/2-5/2 0.83 4

454.50 19.87 17.14 4s2P-4p2Po 3/2-3/2 0.413 4

458.99 21.13 18.43 4s'2D-4p'2Fo 3/2-5/2 0.82 6

480.60 19.22 16.64 4s4P-4p4Po 5/2-5/2 0.79 8

487.99 19.68 17.14 4s2P-4p2Do 3/2-5/2 0.78 6

500.93 19.22 16.75 4s4P-4p4Po 3/2-5/2 0.147 6
514.18 21.14 18.73 3d2D-4p'2Fo 5/2-7/2 0.095 8  
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図 4－17．上準位エネルギーに対する線スペクトル強度比 

 

 

0 50 100
0

1

2

[10
+5

]

Pressure�@ (atm)

E
le

c
tr

o
n

 T
e
m

p
e
ra

tu
re
�@

(K
)

7

10

15 MW

Laser Power

 

図 4－18．焦点における電子温度の圧力依存性 



 64 

5 10 15
0

1

2

[10
+5

]

Laser Power�@ (MW)

E
le

c
tr

o
n

 T
e
m

p
e
ra

tu
re
�@

(K
)

10

30

50 atm

 

図 4－19．焦点における電子温度のレーザパワー依存性 
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図 4－20．焦点における電子温度の時間変化 
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4.2.2 連続光強度分布を用いた温度計測 

線スペクトル強度比から求めた電子温度は、100（atm）より高い圧力では、線ス

ペクトルが連続光内に埋もれてしまい測定できなかった。そこで、次に連続光強度

分布から電子温度を測定した。 

 

4.2.2.1 理論（プランクの放射法則） 

温度 Te（K）で放射平衡にある黒体からの１つのモードに対する放射強度ρ(λ) 

（W/m3）は次式で表される。（122） 

 

1exp

1

2

5

1













eT

C

C




  （4－19） 

ここで、
1C ＝3.74150×10－15（W/m2）, 

2C ＝1.43879×10－2（m/K）を表す。 

温度 Te（K）に対する放射光強度は上式で表されるので、温度 Teを与え、プラズ

マから放射される波長λ（m）の分光放射強度ρ(λ) (W/m3)を求めた。実験データ

と理論計算値を比較する場合、波長 400（nm）の放射強度を規格値とし、即ちρ

(λ,Te)/ρ(400nm,Te)をプロットした。 

 電子温度 105（K）の時、理論計算によって求めた、放射強度の波長依存性を図 4

－21aに、実験値から求めた連続光強度分布を図 4－21bに示す。波長の増加と共に

分光出力のピーク値は減少している。また図 4－21b において、波長 600（nm）付

近で連続光強度分布が増加している。これは、今回実験に使用したエキシマレーザ

光の波長が 308（nm）なので、レーザ光の第二高調波によって生じた結果であると

考えられる。実際、レーザ光を直接入射し高調波の影響を測定したところ 600（nm）

付近で出力が大きくなり第二高調波の影響が観測された。しかし、実際温度を求め

る為に用いた波長範囲は 400（nm）～500（nm）の範囲なので第二高調波の影響は

問題ない。 

 

4.2.2.2 測定結果 

集光レンズの焦点における電子温度の圧力依存性を図4－22に示す。図中の破線は、
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線スペクトル強度比から求めた電子温度（図4―18）を表している。図より、線スペ

クトル強度比から求めた電子温度と連続光から求めた電子温度は定性的にほぼ一致

し、最大電子温度は約105（K）であった。しかし、定量的には線スペクトル強度比

を用いて測定した電子温度がやや大きくなった。また、レーザ光のパワーが低く、

圧力が100（atm）以上になると電子温度が急激に低くなった。これは、圧力が増加

すると衝突周波数が増加し、それに伴い逆制動放射による吸収係数が増加し、電子

温度が上昇する。しかし同時に、周りの気体原子との衝突によるエネルギー損失も

増加するので、電子温度が急激に低下したと考えられる。 

電子温度のレーザパワー依存性を図4－23に示す。電子温度は線スペクトル強度比

から求めた図4―19と同じようにレーザパワーの増加と共に増加し、レーザパワーが

ある程度高くなるとほぼ一定の値になった。また、圧力50（atm）、レーザパワー5

（MW）の時、連続光から求めた電子温度が、線スペクトル強度比から求めた電子

温度と異なり低い。これはレーザパワーが低い時の測定値の為、周囲のガスによる

冷却の効果が大きく、測定誤差であると考えられる。 

 電子温度分布の測定結果を図4－24に示す。電子温度は焦点で一番高く前方や後方

で低く、後方と前方の温度は、ほぼ等しくなった。前方において自己収束が起こり、

光強度が後方より前方の方が高くなっていると考えられるが、前方と後方の電子温

度がほぼ等しくなったのは、後方より前方のプラズマ半径方向の拡がりが小さく、

前方プラズマが周囲のガスによって冷却された為によるものと考えられる。 
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図4－21a．プランクの放射法則から求めた放射強度の波長依存性 
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図4－21b．連続光強度の波長依存性 
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図4－22．電子温度の圧力依存性 
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図4－23．電子温度のレーザパワー依存性 
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図4－24．電子温度分布 

 

4.2.3 まとめ 

高圧アルゴンガス中に生成されたプラズマの電子温度を線スペクトル強度比と連

続光強度分布を用いて求めた。 

まず、電子温度を線スペクトル強度比から求めた。その結果、プラズマは一価に

電離している事が分かった。また、分光波形に二つのピークが観測され、ピーク 1

は、その場所におけるピークを表し、ピーク 2 は後方からのプラズマの拡散を表し

ている事が分かった。電子温度は、圧力の増加に伴い増加し、50（atm）以上で飽

和した。また、100（atm）以上の圧力では、線スペクトルが連続光に埋もれてしま

い測定出来なかった。一方、レーザパワーの増加に対して電子温度はあまり依存せ

ず飽和傾向を示した。これは、レーザパワーの増加がプラズマ長の増加に使われ、

プラズマの加熱に使われなかった為であると考えられる。 

圧力が100（atm）以上の時、電子温度は線スペクトル強度比から求めることは出

来なかった。そこで、連続光強度からプラズマの電子温度を求めた。その結果、電
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子温度は、70（atm）以上において飽和し、150（atm）における最大電子温度は約

105（K）であった。また、電子温度分布を測定した所、電子温度は集光レンズの焦

点において最も高く、前方と後方の電子温度はほぼ等しくなった。これは、プラズ

マ半径方向の大きさが後方より前方の方が小さい為、周囲のガスによって冷却され

た結果であると考えられる。 
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付録２   拡散の計算（電子密度依存性） 

 

一般に電離の初期の段階では、電子密度が小さいので電子の拡散は自由拡散が支配

的である。自由拡散か両極性拡散かの判定はデバイ長λDが電離領域の大きさ Lに比

べて大きいか小さいかで決まる。 

LD     自由拡散 

LD     両極性拡散 

e

eB
D

ne

Tk
2

0     （A2－1） 

L として焦点半径 60nr （μm）と仮定すると、 LD  を満たす ee nT の値は 

9102.2  （m―3K）となる。 510eT （K）仮定すれば 15101en （m―3）となる。つ

まり、 15101en （m―3）の間は自由拡散と言うことになる。 

よって、電子密度が 1×1015（m―3）に達する間は自由拡散ということになる。 
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付録 3      電子温度とイオン温度 

 

まず、 27101gn （m―3）, 27101in （m―3）, 5101eT （K）とする。 

電子とイオンの衝突電離周波数は以下の式で表される。 

ei

ei

v


   , eii

ei

n 



1

 , 


 ln
4

8
2

0
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ee

ei
Tk

Ze
   （A4－1） 
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523

9

219

0

2

1067.1

101038.1
109
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106.11
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eeTk

Ze


   （A4－2） 

   ln1067.1
14.3

8 210ei

19100.5  （m2）   （A4－3） 

ただし、 7ln   , Te=10（eV）, ne=1027（m―3） 

81927 100.5100.510
1

 

eii

ei

n


（m―1）   （A4－4） 

よって、上式より 1558 101101026.7100.5 
ei

ei

v


 （s―1） （A4－5） 

ここで、 1 eiei  （s）と置く。 

 一方、電子とイオンの衝突における電子のエネルギー損失係数は Are mm2 に等し

いから、電子とイオンのエネルギーが等しくなるのに要する時間 eq は次のように見

積もることが出来る。 

1010
2


e

Ar
eieq

m

m
 （s）   （A4－6） 

ただし、 3110109.9 em （kg）, 261063.6 Arm  （kg）, 51075.2
2 

Ar

e

m

m
 

したがって、電子とイオン温度が平衡に達するに必要な時間 eq は 10―10（s）とパル

ス幅に比べて十分小さく電子とイオン温度が等しくなるには十分である。 
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第五章  レーザプラズマの成長機構 

 

5.1 後方成長機構 

 

5.1.1 まえがき 

 レーザ光を集光すると、レンズの焦点において短時間に局所的な加熱が起こり、

その結果圧力が高くなり shock waveの形で膨張が起こり、電離フロントは衝撃波に

よって作られていく。よって、多光子吸収で電離が起こる場合でも、カスケード過

程で電離が起こる場合でも shock waveでプラズマは成長する。一般にこのような成

長過程を radiation supported shock wave による成長と呼ぶ。 

これに対し、ごく僅かの初期電子が多光子吸収によって作られた後、逆制動放射

過程によるエネルギーの吸収と電離衝突がカスケード的に進展することで、電離フ

ロントが形成される過程があり、breakdown waveによる成長と呼ばれる。よって、

プラズマの後方成長は破壊の時間遅れを伴って成長する。 

 可視光レーザを用いた場合、後方プラズマは breakdown wave と radiation 

supported shock wave で成長する事が分かっている。そこで、紫外線レーザを用い

た場合、可視光レーザと同じように二つの成長機構で成長しているかどうか、また

主にどちらの成長機構で後方に成長しているか確かめる為に理論計算を行った。 

 

5.1.2 breakdown wave 

 breakdown wave は、レーザパワーがピークに達する前に焦点において絶縁破壊

が起きたとするとレーザパワーが高くなるにつれて電離可能な領域が広くなり、ラ

イトコーン内で焦点後方に広がっていく成長機構であり、光強度に依存する。従っ

て、焦点後方にいくに従い破壊時間が遅くなる。よって、breakdown wave は、破

壊の時間遅れによってプラズマが成長するメカニズムである。 

 レーザ光源の出射光の断面は 11×24（mm）の長方形なので焦点距離 40（mm）

の球面平凸単レンズで集光すると焦点において 120×80（μm）の楕円形になって

いる。したがって、焦点から光源側へとった距離 x の場所におけるライトコーンの
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半径は次式で表される。 

水平方向半径  t a n|| xr   （5－1） 

垂直方向半径  t a nxr
 （5－2） 

ここで、α,βはレーザ光のライトコーン内における水平及び垂直方向の拡がり角

を表し、r∥,r┴はそれぞれレーザ光の焦点における水平及び垂直方向の半径を表し、x

は焦点から後方への距離を表している。集光されたレーザ光の様子を図 5－1に示す。 
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図 5－1．集光レーザ光 
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 breakdown wave による後方プラズマ成長の様子を図 5－2 に示す。breakdown 

waveによるプラズマ成長速度は、電離が衝突電離によるカスケード過程により起こ

るものとして計算する。この為、レーザ光が照射されている間の電子密度 neの時間

変化は（3－4）式で表される。 

 （3－4）式のνiはカスケード電離の場合（3－7）式で与えられる。ここで、電離

の進行している場所と時間を x, t とすると、そこでのレーザ光強度 I は、（5－1）,

（5－2）式及び図 5－1を考慮して、次のように表される。 

 
   tantan|| xrxr

tW
I






 （5－3） 

これを、（3－7）式に代入して次式を得る。 

 

   




Nhxrxr

ntW gen

i
tantan|| 




 （5－4） 

焦点において電子密度が臨界値δng になった時、絶縁破壊が起こるとし、その時

刻を破壊時間 tbとすると以下のように表される。 

 
 














bt

e

ggen
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n
dt

Nhrr
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0
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  （5－5） 

ここで、δは電離度を表す。 

その後更に破壊が進展し、焦点から距離 xの場所における絶縁破壊時刻を tとすると、

距離 xと時刻 t の関係が表せる。 
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e
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  （5－5）’ 

（5－5）,（5－5）’から breakdown wave の成長速度 Vbは以下のように表される。

(付録 4参照) 
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 （5－6） 
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但し  
 

 




bt

0

t

0

dttW

dttW
tP  （5－6）’ 

ここで、P(t)はレーザパルスの時刻 t 及び tb までのエネルギー比を表し、P’（t）は

P(t)を時間微分したものである。 

breakdown wave によって焦点後方に成長するプラズマ長は、破壊が生じる時の

電離度δ=0.1 とし、初期電子密度 ne0 =1とおいて破壊時刻からレーザパルス終了時

刻まで成長速度 Vbを数値積分する事により求めた。 

Focal

SpotFront Back

Laser

lens

Breakdown wave

0

 

図 5－2．Breakdown waveの成長モデル 

 

5.1.3 radiation supported shock wave 

レーザ光を高圧気体中に集光照射すると焦点において絶縁破壊が起こり、その後

レーザ光のエネルギーをプラズマが吸収して急激に加熱され、焦点から球状の shock 

waveの形で膨張が起こる。しかし、高圧気体中において横方向への成長は、周囲の

ガスにより冷却され shock waveの成長は抑えられる。しかし、焦点後方においては、

レーザエネルギーが供給され続ける為、膨張を続ける。この成長機構では、shock 

waveの膨張により多数の電子が供給され、しきい値以下でも成長し続ける。 

radiation supported shock wave によるプラズマ成長の様子を図 5－3 に示す。

radiation supported shock waveによる成長速度 Vrは、レーザ光が shock waveの

先端部分で吸収される単位時間あたりのエネルギーを detonation wave における反

応エネルギーで置き換えることにより次式で表される。(123) 

x
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0  と仮定した。 （5－7） 

 

ここで、γ0は比熱比、mgは原子の質量、W(t)はレーザパルスの時間変化を表す。 

radiation supported shock wave によって焦点後方に成長するプラズマは気体の絶

縁破壊時刻からレーザパルス終了時刻まで（5－7）式を数値積分することによって

求めた。 

 

Focal

SpotFront Back

Laser

lens

Radiation supported shock wave

0

 

図 5－3．Radiation supported shock waveの成長モデル 

 

5.1.4 焦点後方プラズマ長の計算結果 

プラズマが同時に２つの成長機構で後方に成長する場合、radiation supported 

shock wave によるプラズマ成長速度 Vrは、焦点からの距離と時間に関する関数で

あり、breakdown waveによるプラズマ成長速度 Vbは時間のみの関数である。よっ

て焦点後方に成長するプラズマ長は、数値解析を行って求めた。 

（5－7）式より Vrはレーザパワーの 1/3 乗に比例し増加するが、同時に圧力や密

度の－1/3 乗にも比例する事が分かる。この為、高圧の時は radiation supported 

shock waveではあまり成長しないことが分かる。一方、breakdown wave では、圧

力が高くなる程（5－4）式のνiは大きくなり、tbは小さくなる。このことは、（5－

6）式において、Vbの増加につながる。一方、Vrは圧力の増加と共に減少する。従っ

て、圧力が高くなると後方プラズマのフロントは、主に breakdown wave で成長す

ると考えられる。 

x



 78 

5.1.4.1 成長機構の圧力依存性（理論計算） 

レーザパワー10（MW）の時、焦点後方に成長するプラズマ成長機構の圧力依存

性を調べるため三通りの成長機構で計算した結果を図 5－4 に示す。図中の破線は

breakdown wave のみで、一点鎖線は radiation supported shock wave のみで焦点

後方に成長すると仮定して計算したプラズマ長を、また、実線は同時に二つの成長

機構でプラズマが焦点後方に成長するとして計算したプラズマ長をそれぞれ示す。 

同時に二つの成長機構で成長したプラズマ長は、低圧力側では、 radiation 

supported shock wave が高圧力側では breakdown waveが支配的なため、数気圧か

ら数十気圧の間でほぼ一定の値となった。また、breakdown wave のみで成長した

プラズマは、圧力の増加と共に後方に成長していることが分かる。これは、圧力が

高くなると、逆制動放射によるレーザ光の吸収が効率良く行われ、衝突電離周波数

が大きくなり、破壊時間が短くなる為である。一方、radiation supported shock wave

のみで成長したプラズマ長は、圧力の増加と共に短くなる。これは、radiation 

supported shock wave は、プラズマの運動を表す成長のため、高気圧中では、運動

が抑制される為である。 

 

5.1.4.2 成長機構のレーザパワー依存性（理論計算） 

 プラズマ成長機構の違いによるプラズマ長のレーザパワー依存性を図 5－5 に示

す。図より、breakdown wave、radiation supported shock wave それぞれの成長機

構のみで後方に成長したプラズマ及び、同時に二つの成長機構で成長するとして計

算したプラズマは、レーザパワーの増加に伴い長くなった。しかし、プラズマ成長

率は breakdown waveより radiation supported shock waveの方が小さい。従って、

プラズマはレーザパワーが高くなると主に breakdown waveで後方に成長する事が

示された。 

 

5.1.5 後方プラズマ成長の時間変化 

二つの成長機構が共存しているとして理論計算した後方プラズマ成長の様子と実

験結果を図 5－6に示す。図中の実験結果は、プラズマストリーク像の焦点後方の部
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分のみを拡大した図である。図より、理論計算した後方プラズマ成長の様子は、時

間と共に成長速度が遅くなるなど、後方成長の様子は定性的、定量的にほぼ一致し

た。 

 

5.1.6 後方プラズマ長 

 実験を行いストリーク像から求めた後方プラズマ長と理論計算によって求めた後

方プラズマ長の比較を行った。後方プラズマ長の圧力依存性を図 5－7に、レーザパ

ワー依存性を図 5－8に示す。図中の実線は、同時に二つの成長機構で後方に成長し

ているとして計算した後方プラズマ長を示し、実験値と良く一致した。この事から、

焦点後方に成長するプラズマは、紫外光の時も可視光の時と同じように breakdown 

waveと radiation supported shock wave で同時に成長していることが分かった。 

 

5.1.7 まとめ 

 紫外線レーザを高圧アルゴンガス中に集光照射した時、焦点後方に生成されるプ

ラズマ成長機構について理論計算を行い実験結果と比較した。一般に、可視光レー

ザを用いてプラズマを生成すると集光レンズの焦点から後方に向かって、

breakdown wave と radiation supported shock wave で成長していることが分かっ

ている。しかし、紫外線レーザを用いた実験では、プラズマは焦点後方ばかりでな

く前方にも成長した。そこで、焦点後方に成長するプラズマが可視光の時と同じ成

長機構で成長しているかどうか調べた。その結果、紫外線レーザを高圧アルゴンガ

ス中に集光照射することによって生成したプラズマは、可視光の時と同じように

breakdown wave と radiation supported shock wave で同時に成長している事が分

かった。また、高圧時の後方成長は主に breakdown waveで成長している事が分か

った。 
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図 5－4．それぞれの成長モデルによる後方プラズマ長の圧力依存性 
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図 5－5．それぞれの成長モデルによる後方プラズマ長のレーザパワー依存性 
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図 5－6．後方プラズマ成長の様子 
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図 5－7．後方プラズマ長の圧力依存性 
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図 5－8．後方プラズマ長のレーザパワー依存性 
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5.2 前方成長機構 

前方プラズマ成長は図 2－3a のストリーク像が示すように、時間と共に成長速度

が速くなり、レーザ光照射中にもかかわらず成長が止まり、その後減衰した。この

為、プラズマの前方成長は後方成長とは異なった成長機構が必要であると考えられ

る。しかしながら高圧レーザプラズマの実験において、焦点前方へのプラズマ成長

は、今回初めて観測された現象であり、その成長機構は良く分かっていない。しか

し、レーザ光の周波数はプラズマ周波数より二倍程高い。この為、レーザ光はプラ

ズマ中を透過し、プラズマは前方に成長しているのではないかと考えた。 

そこで、前方へのプラズマ成長機構である forward breakdown wave を今回新た

に提案した。（102）この成長モデルは実験結果から求めた前方プラズマの自己収束効

果や後方プラズマ成長によってレーザ光が吸収されることによる成長への影響を考

慮したモデルである。このモデルを用いて前方プラズマ成長の理論計算を行い、実

験結果と比較したところ、前方プラズマ成長の特徴を良く表す事が分かった。この

節では、新たに提案した前方プラズマ成長モデル forward breakdown wave につい

て述べる。 

 

5.2.1 forward breakdown wave 

 図 2－3a のストリーク像から前方プラズマ成長を検討してみると、前方プラズマ

は集光レンズの焦点において生成され、その後時間と共に成長速度が速くなり、レ

ーザパルス照射中にもかかわらず成長が止まり減衰している。また、半径方向のプ

ラズマの大きさを測定した図 2―8 の結果から焦点前方においてプラズマは自己収

束していることが分かった。以上の結果を考慮し、前方プラズマ成長モデルを新た

に提案した。前方プラズマ成長モデルを図 5－9に示す。高圧レーザプラズマの前方

成長がどのようなメカニズムでおきているのか調べるためのモデルであり、焦点前

方におけるレーザ光の自己収束のみを考慮し、後方プラズマ成長による影響を考慮

しない成長モデルである。レーザ光は、集光レンズの焦点において破壊が起こるま

では、集光レンズの光路内にあり、プラズマ生成後、breakdown wave で前方

（forward）に成長するとした。 
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プラズマ半径方向の大きさを測定した図 2－9a,b に示されるように、前方におい

てプラズマの半径方向の大きさが小さくなっていることから、高密度プラズマの発

生した焦点近傍を透過するレーザビームは、プラズマ屈折率の影響を受け、ビーム

径が自己収束する可能性がある。焦点および、その前方でのプラズマ半径の減少は、

このようなレーザビームの自己収束現象に起因すると考えられる。 forward 

breakdown wave の成長モデルでは、このような効果を考慮している。前方では、 x

方向に座標をとって記述する。 

 forward breakdown wave による前方成長の計算は、焦点前方における光軸上の

ある位置における電子密度が焦点における電子密度と等しくなった時、その場所に

おいて絶縁破壊がおきるとした。その為、前方を微細な区間に分け、その場所 nx に

おける破壊時間 nt を求めた。前方のレーザ光半径を図 5－9’ に示す。図より、焦点

前方 nx におけるレーザ光のビーム半径 rnは以下のようになる。 

  taninin xxrr    （5－8） 

ここで、γは自己収束したレーザ光の集光角を表し、riは時刻 tiにおいて自己収束し

たレーザ光の半径方向の大きさを表す。また、焦点の大きさは楕円であるが、前方

成長を計算する時は、焦点を半径 r0＝50（μm）の円と仮定し、焦点から距離 x だ

け前方の場所におけるライトコーンの半径を求めた。r0は平均した焦点半径を表し、

次式で表される。 

2

||

0




rr
r  （5－9） 

実際、どの程度のレーザパワーが前方プラズマの生成に関与しているのか簡単な

理論計算を行った。（付録 5参照）その結果、集光レンズの焦点においてプラズマが

生成された直後レーザ光はほとんど透過し、前方におけるレーザパワーは、レーザ

光源から出射されるレーザパワーにほとんど等しい。しかし、プラズマが後方と前

方に成長すると、レーザ光はほとんど透過できないことが分かった。 

 前方のある場所 nx における破壊時間 tnは以下のような計算式を用いて計算した。 
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（5－10） 

ここで、前方計算の間隔 501   ii xxx （μm）、時間間隔 11

1 10

  ii ttt （s）

として計算を行った。また、自己収束効果による前方の集光角はプラズマ半径方向

の実測値から求めた値γ＝0.058を用いた。 

この式の左辺第一項は、集光レンズの焦点において破壊がおこるまでの時間に、

前方のある場所 nx における衝突電離の回数、即ち単位体積中に作られた電子数を

示し、第二項は、集光レンズの焦点で破壊がおきた後、前方のある場所 nx におい

て単位体積中に作られた電子の数を表している。前方のある場所 nx における破壊

時間は、以下の手順を繰り返すことで求める事が出来る。先ず、 0i として焦点か

ら x 方向に x だけ進んだ点において破壊が起きた時間が ttt b  だとすると、

（5―10）式の左辺第二項の被積分関数を btt  から ttt b  まで積分し（即ち、そ

の間に作られる電子数）と第一項を加えた値と焦点において破壊が起きた時の単位

体積あたりの電子数を比較し、両者が等しいとき、 ttt b  が求める破壊時間とな

る。左辺の第一項と第二項の和が右辺の値よりも小さいときは、第二項において次

のステップ 1i に進み同様な計算を行う。このような計算を左辺の和が右辺に等し

くなるまで繰り返す。その時の iをnと記すと、 tntt b  が求める破壊時間となる。 

この時、xn と tn の関係が前方におけるプラズマ成長の様子を表す。前方成長の様

子は、（5－10）式を数値計算することにより求めた。 
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図 5－9．前方成長モデル 
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図 5－9 ’．焦点前方におけるレーザ光半径 

 

5.2.1.1 実験結果と forward breakdown wave による計算結果の比較 

forward breakdown wave を用いて計算した前方成長の様子と実験結果から得た

前方成長の様子を比較した結果を図 5－10 に示す。図より計算結果は、時間と共に

成長速度が速くなるなど実験結果と定性的に良く一致した。しかし、定量的に見て

みると、前方成長の理論計算結果は実験結果と成長の前半部分で良く一致したが、

成長の後半部分では計算による前方プラズマ成長速度の方が実験結果より速くなり、

レーザパルス照射中は前方に成長し続け、図の左端まで成長した。これは、forward 

breakdown wave が後方プラズマ成長によるレーザ光の吸収を考慮していない為で

あると考えられる。 

x
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図 5－10．プラズマ前方成長における実験結果と理論計算結果の比較 
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5.3 プラズマ全体の成長 

forward breakdown wave を用いて計算した前方成長は、時間と共に成長速度が

速くなるなど、成長の前半部分において前方プラズマ成長の様子を良く表した。し

かし、成長の後半部分では計算による前方プラズマ成長速度の方が実験結果より速

くなり、レーザパルス照射中は前方に成長し続けた。そこで、forward breakdown 

waveを修正し、後方成長も考慮した成長モデルを新たに提案した。修正した forward 

breakdown waveによる前方への成長モデルを図5－11に示す。この成長モデルは、

前方成長と後方成長を同時に計算することにより、後方プラズマによる吸収の影響

を考慮したものである。集光レンズの焦点において破壊が起こる以前は、レーザ光

は集光レンズの光路内にあり、プラズマ生成後、後方プラズマは集光レンズの光路

内において breakdown wave と radiation supported shock wave で成長するとし、

前方プラズマは forward breakdown waveと radiation supported shock waveで成

長するとしたものである。 

実験結果から、焦点前方に成長したプラズマは時間と共に成長速度が速くなり、

レーザパルス照射中に成長が止まり減衰する。この前方成長が止まる現象は、後方

プラズマ成長によるレーザ光の吸収が影響していると考えられる。図 2―7に示され

るように、前方成長が止まった時の後方プラズマ長と前方プラズマ長の和である、

全プラズマ長は、圧力の増加に対してほぼ一定の値となった。そこで、プラズマの

前方成長に後方成長による吸収の影響を考えてみた。 

一般にレーザ光の吸収過程として、中性原子の存在下における電子の逆制動放射

による吸収過程と、イオンの存在下での電子の逆制動放射による吸収過程が考えら

れる。しかし、高圧気体中に生成されるプラズマは、電子密度が 1027(m－3)と非常に

高く電離度が 1 に近くなり、中性原子よりもイオンの存在が圧倒的に大きくなり、

イオンの存在下における電子の逆制動放射による吸収過程のみ考慮した。 
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図 5－11．修正した前方成長モデル 

 

5.3.1 吸収機構 

 透過光の測定から、プラズマが生成されるとレーザ光は急激な減衰を受け、大部

分がプラズマにより吸収される。レーザ光が吸収される過程として、電子と中性原

子による逆制動放射過程と、電子とイオンによる逆制動放射過程が考えられ、吸収

係数の理論式はそれぞれ（5－10）, （5－11）式で表される。(124) 
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 （m－1） （5－11） 

ここで、 enk  , eik はそれぞれ中性原子と電子及びイオンと電子による逆制動放射の吸

収係数を表し、Zeはイオンの電荷、meは電子の質量、niはイオン密度を表す。特に

enk は第三章（3－7）式の genn に対応する量で、第三章では実験から求めた値とし

て genn を用いるのに対し、ここでは genn の理論値として enk を用いた。 

一般に、電子密度が低い時は、電子と中性原子による逆制動放射過程が支配的で

あり、密度が高い時は、電子とイオンによる逆制動放射過程が支配的になる。今回

の実験によって生成されたプラズマの電子密度は 1027（m－3）と非常に高いので、
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電子とイオンによる逆制動放射過程のみ考慮して計算した。プラズマの発光を分光

測定した結果、プラズマは一価に電離しているので ni = neと仮定して計算した。吸

収係数は、電子密度の時間変化に依存する。電子密度の時間変化は、衝突電離と減

衰過程として再結合過程と拡散過程が考えられる。しかし、レーザパルスの照射時

間が約 40（ns）と拡散時間より短く、またレーザ光を高圧アルゴンガス中に集光照

射することによって生成されるプラズマは電子密度が高い。この為、図 4－8に示さ

れる電子密度の時間変化はプラズマの生成に支配的な衝突電離と再結合過程として、

二電子三体再結合のみ考慮し理論計算を行った。吸収係数の時間変化は、理論計算

した電子密度の時間変化の値を用いて計算した。 

 

5.3.2 後方プラズマ成長を考慮した forward breakdown wave 

前方プラズマ成長は、前方のある場所 x における電子密度が、焦点における電子

密度と等しくなった時その場所で破壊が起こるとし、前方を等間隔で微小な区間に

分割してそれぞれの場所における破壊時刻を計算した。 

以下に、前方成長の計算式を示す。 
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                            （5－12） 

イオンと電子による吸収係数 kei は（5－11）式を用いた。後方プラズマ成長を考

慮した forward breakdown wave による前方成長は、xnと tnによって表される。こ

こで、 genn は電離がおきている場所、即ち nx における吸収を表し、 eik は電離され

た領域における吸収を表す。 

 焦点後方においてプラズマは breakdown wave と radiation supported shock 

waveで成長する。そこで、forward breakdown wave と radiation supported shock 

wave を用いて前方プラズマ長を求めた。前方 nx において破壊が起きるまでの時間

に radiation supported shock wave による成長 rn を計算し、 rnnn xx  を前方プ
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ラズマ長とした。しかし、焦点において破壊が起きた後、forward breakdown wave

により前方に x だけ成長する間に radiation supported shock wave によるプラズ

マ成長 ri は、 006.0xri  となるため前方プラズマ成長にほとんど影響しないこ

とが分かった。 

また、liはある時刻 tiにおけるプラズマ長を表し次式で表される。 

  
i

b

t

t
irbi xdtVVl  （5－13） 

ここで、右辺第一項は、時刻 tiにおける後方プラズマ長を、 ix は時刻 tiにおける前

方プラズマ長を表す。 

 以上の計算式を用いて、焦点前方の各点における破壊時間を計算し前方へ成長す

るプラズマの様子を理論計算した。 

 前方プラズマ長の計算は、前方プラズマ成長と後方プラズマ成長を同時に計算し

なければならないが、同時に計算は出来ないので、まず先に後方成長を計算した。

その後、ある時刻における後方プラズマ長と焦点前方のある点までの距離を用いて

吸収係数を計算し、焦点前方のある点における破壊時間を計算した。 

 （5－11）式に表されるように、吸収係数は、電子密度と温度に依存する。その為、

それぞれの場所における電子密度の時間変化と電子温度の時間変化の値を用いて、

それぞれの場所における吸収係数の時間変化の値を計算しなければならない。しか

しながら、これらの計算は大変複雑になる。この為前方プラズマ長を計算する時は、

吸収係数の値を三通りに変えて計算した。 

まず吸収係数を考慮した事による前方プラズマ成長への影響を見るため、場所や

時間によらず一定の吸収係数値を用いて数値計算を行った。次に、場所によらず焦

点における吸収係数の時間変化の値を用いて前方成長を計算した。最後に、図 4－7

と図 4－24 で表されているように、実験によって求めた電子密度の分布と温度分布

を用いて吸収係数の分布を計算した。またこの時、吸収係数の時間変化は、焦点に

おける電子密度の時間変化を用いて、それぞれの場所における電子密度の時間変化

を計算した。この為、電子密度の時間変化の様子は焦点における時間変化の近似波

形である。この様にして、それぞれの場所における電子密度の時間変化の値と電子
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温度の最大値を用いてそれぞれの場所における吸収係数の時間変化を計算した。 

 

5.3.3 実験結果とプラズマ成長の計算結果の比較 

吸収係数は（5－11）式より、ni , ne及び Teの関数であるが、まず試みにいくつか

の定数を用いて計算した前方プラズマ成長の様子を図 5－12 に示す。破線は後方プ

ラズマによる吸収を考慮せず前方成長のみで計算したものである。後方プラズマ長

が長くなるほど、また吸収係数が大きくなるほど、前方成長速度は遅くなった。し

かし一定の吸収係数を用いた計算では、前方成長速度は遅くなったが、実験結果と

あまり一致しなかった。 

次に吸収係数として焦点における en の時間変化のみを考慮し、 eT は一定の値（最

大値）を用いて前方成長を計算した結果を図 5－13a, b に示す。焦点における吸収

係数の時間変化の値を用いて計算したプラズマは時間の経過と共に成長速度が速く

なり、その後成長が止まるなど、定性的な前方成長の様子は表現できた。例えば図 5

―13a の A 点において、 0 Axx では、   0AtW となり、更なる成長は起こらな

い。従って
Att  では 0 Axx として描いてある。しかし計算した前方プラズマ長

は、実験結果よりも短くなった。密度分布は図 4－7から分かるように、集光レンズ

の焦点で最大になる。そのため、計算した吸収係数の時間変化も最も大きい値とな

る。この為、前方プラズマ長が短くなったと考えられる。 

 

図 5－12．一定の吸収係数値で計算した前方プラズマ成長の様子 
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最後にそれぞれの場所における、電子密度の時間変化と最大電子温度の値を（5－

11）式に代入して吸収係数を求め、それを用いてプラズマ成長を計算した。その結

果を図 5－14a, b に示す。このモデルで計算した前方成長は、前方成長の前半部分

のみならず前方成長の後半も実験結果とほぼ一致した。また、radiation supported 

shock waveは前方プラズマ成長にほとんど影響せず、前方プラズマは、主に forward 

breakdown wave で成長していることが分かった。 

しかし、今回の成長モデルは、前方プラズマ成長しか考慮していない。その為、

前方成長が止まった後の前方プラズマの減衰過程は考慮しなかった。よって、図 5

―13, 5－14から分かるように、前方成長が止まった後の前方プラズマ長は一定とし

た。前方においてプラズマ成長が止まる現象は、（5－12）式の左辺第二項において、

生成されたプラズマが長くなるとプラズマ中を透過するレーザ光がほとんど吸収さ

れ、第二項が０に近い値になった結果生じる現象である。 

今回初めて観測された高圧レーザプラズマの前方成長の様子は、後方プラズマ成

長を考慮した forward breakdown wave で説明できることが分かった。 

 

5.3.4 まとめ 

 紫外線レーザを高圧アルゴンガス中に集光照射した時、プラズマは焦点後方のみ

ならず前方にも成長した。焦点前方へのプラズマ成長は、今回初めて観測された現

象であり、可視光レーザを用いた実験では観測されなかった。前方に成長したプラ

ズマは、時間と共に成長速度が速くなり、ある時成長が止まり減衰した。そこで、

プラズマの半径方向の大きさを測定した所、プラズマは焦点前方において、自己収

束していた。また、前方成長が止まった時の全プラズマ長を測定した所、ほぼ一定

の値となった。この為、プラズマの前方成長に後方プラズマ成長が影響していると

考えた。そこで、後方プラズマ中をレーザ光が透過する時の吸収の影響と自己収束

の効果を考慮した成長モデル forward breakdown wave を新たに提案し、プラズマ

前方成長の理論計算を行った。 

プラズマの吸収係数は電子密度と温度に依存する。よって、前方プラズマ成長を

計算する時は、実験で測定した密度と温度分布の値を用い、それぞれの場所に 
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図 5－13．焦点における吸収係数の時間変化の値を用いて計算したプラズマ成長の

様子 
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図 5－14．それぞれの場所のおける吸収係数の時間変化の値を用いて計算したプラ

ズマ成長の様子 
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おける吸収係数の時間変化を計算し理論計算を行った。この成長機構で計算した前

方成長は、時間と共に成長速度が速くなり、その後成長が止まり減衰するなど、前

方成長の様子を定量的に良く表現した。よって、プラズマの前方成長は、後方プラ

ズマ成長による吸収の影響を受けながら、今回新たに提案した forward breakdown 

waveで説明できることが分かった。 
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付録４ breakdown wave による後方成長の導出過程 

 

（5－5）式、（5－5）’ 式を用いると以下の関係が成り立つ。 
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この式を解くと xの二次方程式が得られる。 
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この式を xについて解くと以下の式が得られる。 
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ここで、  
 

 




bt

0

t

0

dttW

dttW
tP とおき、tで微分して成長速度 Vbを求めると（5－6）式が得

られる。 
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付録５ 焦点前方におけるレーザ光強度の見積もり 

 

焦点後方にプラズマが作られているとき、レーザ光のエネルギーの一部は、プラ

ズマ生成に費やされ、前方に浸透してくるレーザ光の強度は低下すると考えられる。 

どの程度のエネルギーが吸収されるかを見積もるため、簡単な理論計算を行った。

まず、焦点領域で breakdown waveに費やされたエネルギーをΔEbとすると、ΔEb

は次式で与えられる。 

Fgib VneVE      （A5－１） 

ここで、eViはアルゴン原子の電離エネルギー（15.8eV）、δ=0.1（破壊がおきた時の

電離度は 10％と仮定してある）、ngはガス粒子密度、ΔVFは焦点領域の体積を表す。

ng は圧力を p（atm）として、ng0 を１気圧の粒子密度とすると以下のように表され

る。 

pnn 0gg   , 25

0 107.2 gn  （m―3）   （A5－2） 

ここで、p=100（atm）と仮定すると、 27107.2 gn （m―3）、 26107.2 gn （m―3） 

ΔVFは焦点を半径 r0＝50（μm）の球と仮定すると以下のようになる。 

133

0 1023.5
3

4  rVF  （m3）   （A5－3） 

よって、ΔEbは以下のようになる。 

4132619 1057.31023.5107.2106.18.15  bE （J）   （A5－4） 

 一方、δng個の電子が常温から Te＝105（K）に加熱された時、加熱に使われたエ

ネルギーΔEHは、以下のようになる。 

  4

0 1095.1  FegFegH VkTnVTTknE  （J）   （A5－5） 

T0＝273（K）、k＝1.38×10―23（J/K） 

よって、電離と加熱に使われたエネルギーΔEは約 5.52×10―4（J）程度になる。 

 一方、レーザのエネルギーELは以下のようになる。 

tWEL  （J）   （A5－6） 

ここで、Wはレーザパワー（J/s） 、Δtはレーザパルス幅（s）を表す。 

W=10（MW）一定とし、Δt＝30（ns）とすると ELは以下のようになる。 

1103 LE （J）となり 

LEE      （A5－7） 
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よって、焦点においてプラズマが生成された直後、プラズマ生成に費やされたエネ

ルギーはわずかである。よって、プラズマ中を透過したレーザ光によって前方にプ

ラズマが生成されたと考えられる。 

焦点においてプラズマが生成された時とほぼ同じ条件において、前方プラズマ成

長が止まった時を考えてみる。この場合、図 4―8から分かるように集光レンズの焦

点において生成されたプラズマの電子密度はプラズマ生成後急激に増加する。また、

その時の最大電子密度は初期原子密度に達しており、ほぼ完全に電離していること

がわかる。また、電子温度の測定結果から、プラズマは一価に電離しておりアルゴ

ン原子のラインは観測されなかった。そこで、プラズマ生成後の電離度δ＝1 とし

た。また、前方成長が止まった時の全プラズマ長は焦点距離 40（mm）の集光レン

ズを用いた場合図 2―7 より圧力に依存せずほぼ 2（mm）である事が分かる。そこ

で、前方プラズマ成長が止まった時における、前方プラズマ長を 1.5（mm）、後方

プラズマ長を 0.5（mm）と仮定し、後方プラズマ半径を図 2―9a,b から求め、円錐

の体積を計算するとΔVFは約 7.88×10―10（m―3）となる。よって、ΔEbを計算する

と以下のようになる。 

38.51088.7107.2106.18.15 102719  

bE （J）   （A5－8） 

 一方、プラズマの加熱に使われたエネルギーΔEHは以下のように表される。 

  94.20  FegFegH VkTnVTTknE  （J）   （A5－9） 

よって、電離と加熱に使われたエネルギーΔEは約 8.32（J）程度になる。 

よって、
LEE  となり、ある程度プラズマが生成すると前方にレーザ光のエネルギ

ーが届かなくなり、その結果前方プラズマ成長が止まると考えられる。 
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第六章   結論 

 

6.1 研究の総括 

本論文では、紫外線レーザによって高圧アルゴンガス中に生成されたプラズマ成

長について述べてきた。10気圧以上の高圧アルゴンガス中に生成されたプラズマは、

集光レンズの焦点において生成された後、焦点の前後に成長する事が観測された。

特に高圧レーザプラズマの実験において、焦点前方へのプラズマ成長は本研究にお

いて初めて観測された現象であり、全く新しい成長モデルである forward 

breakdown wave を提案し、理論計算を行い実験結果とほぼ一致する事を示し、そ

の成長機構を解明した。 

そこで、本章では各章で得られた結論を要約する。 

第一章では、今まで行われてきたレーザプラズマに関する研究の歴史と、今回行

った研究の目的について述べた。 

第二章では、高圧プラズマ成長を観測するために行った実験装置や実験結果につ

いて述べた。今回、紫外線領域で発振するエキシマレーザ光を高圧アルゴンガス中

に集光照射し、その時生成されるプラズマについてストリークカメラを用いて測定

した。その結果、高圧ガス中に生成したプラズマは可視光の場合と同様に後方に成

長していることが分かったが、焦点前方へもプラズマが成長していることが今回初

めて観測された。プラズマ半径方向の大きさを測定した結果、焦点前方においてプ

ラズマの半径方向の大きさが理論光路より小さくなっており、プラズマの前方成長

にレーザビームの自己収束効果が働いていることが分かった。 

第三章では、レーザプラズマの電離過程について説明し、多光子電離過程と、カ

スケード電離過程について述べた。紫外線レーザ光を高圧ガス中に集光照射する事

によって生成したプラズマは、可視光を用いた場合と同じく、多光子電離によって

初期電子が生成され、カスケード電離によるプラズマ生成が主過程であることを示

した。レーザパルスを台形近似し、多光子電離で初期電子が生成され、その後のカ

スケード電離によってガス破壊が起こるとして計算した破壊時間とレーザ光の透過

波形から求めた破壊時間を測定したところ、定性的に一致した。紫外線レーザ光に
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よって高圧ガス中に生成されたプラズマは、可視光の時と同じメカニズムで破壊が

起こることが分かった。 

第四章では、高気圧アルゴンガス中にレーザ光を集光照射する事によって生成し

たプラズマの電子密度と温度について測定した結果と理論計算した結果について述

べた。実験結果から、プラズマは一価に電離しており、圧力 150（atm）レーザパワ

ー10（MW）の時、その電子密度は集光レンズの焦点において 1027（m－3）に達し

ており、電子温度は 105（K）になっていることが分かった。高圧ガス中に紫外線レ

ーザ光を集光照射して生成したプラズマは前方と後方に成長し、プラズマの形状は

前方と後方で異なっている。そこで、密度分布と温度分布を測定したところ、その

分布は、前方と後方でそれぞれ異なっている事が分かった。電子密度は集光レンズ

の焦点において最も高く前方より後方の方が低くなった。これは、レーザ光の強度

が集光レンズの焦点において最も高く、後方より前方の方が自己収束効果のために

レーザ光強度が高くなっている為である。また、電子温度は、前方と後方でほぼ等

しい値となった。これは、前方において自己収束が起こっているため、レーザ光強

度は前方の方が高いと考えられる。しかし、後方より前方の方がプラズマ半径方向

の大きさが小さいので前方の方が周囲のガスによって冷やされ、前方と後方の電子

温度がほぼ等しくなったと考えられる。電子密度の時間変化について理論計算を行

い、最大電子密度を実験結果と比較したところ、最大電子密度は実験結果と定性的

に良く一致したが、定量的には理論計算結果の方が実験結果より僅かに低い値とな

った。 

第五章では、プラズマ成長機構について理論計算を行い実験結果と比較した。焦

点後方に生成したプラズマは、可視光の時と同じく時間と共に成長速度が遅くなり

ながら焦点後方に成長する。この為、可視光の時と同じように breakdown wave と

radiation supported shock wave を用いてプラズマ後方成長の理論計算を行った。

理論計算によって求めた後方成長の様子は、実験結果と定量的に良く一致した。よ

って焦点後方に成長するプラズマは、可視光の時と同じように同時に二つの成長機

構で後方に成長していることが分かった。一方、前方プラズマ成長は、今回初めて

観測された現象であり、その成長機構は良く分かっていない。その為、新たに前方
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成長機構 forward breakdown wave を提案し理論計算を行った。この成長モデルは、

レーザ光の自己収束効果を考慮したモデルで、成長の最初の部分は実験結果と理論

計算結果から求めた前方成長は良く一致した。しかし、後半部分において計算結果

は実験結果より速く前方に成長し、レーザパルス照射中プラズマは前方に成長し続

けた。この為、forward breakdown wave を修正した。修正した成長モデルは、プ

ラズマによるレーザ光の自己収束効果の他に、後方に成長したプラズマによるレー

ザ光の吸収を新たに考慮した。この成長モデルを用いて理論計算を行った結果、前

方プラズマ成長の特徴である“前方成長初期の段階において時間と共に成長速度が

速くなり、その後レーザパルス照射中にも関わらず成長が止まる”現象が計算で表

現された。また、前方プラズマ成長の初期段階における計算結果は定量的にも実験

結果とほぼ一致した。よって、このモデルで前方成長初期段階における前方成長が

説明出来ることが分かった。その結果、初めてプラズマの前方成長が解明された。 

 

6.2 本研究の総括と今後の課題 

今回、高圧ガス中に紫外線レーザ光を集光照射して生成したプラズマ成長過程と

その物性について研究した。その結果、レーザプラズマの前方成長機構は、今回新

たに提案した forward breakdown wave により、かなり明確にされた。しかし、今

回計算した前方成長において焦点前方におけるプラズマの半径方向の大きさは、ス

トリークカメラを用いて測定した実験値を用いて計算した。レーザ光の自己収束現

象は定性的にそのメカニズムが理解されているが、定量的検討は今後の研究課題で

ある。 

今後は、焦点前方へのプラズマの自己収束現象について定量的研究を行い、その

メカニズムを解明したり、レーザ媒質を変えることによりレーザ発振波長を変え、

より短波長でのプラズマ成長の様子や、更なる高圧下でプラズマを生成し、その成

長の様子を解明していく予定である。また、前方成長が止まった後に起こる、減衰

過程の解明やギャップスイッチとしての使用を前提とし、N2ガスを用いた時のプラ

ズマ成長について研究し、ギャップスイッチとして利用したときの特性について研

究して行く予定である。 
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1 XeClエキシマレーザにより高気圧Ar気体中に形成されるプラズマの成長に 津田紀生
関する研究 山田諄
　　電気関係学会東海支部連合大会講演論文集  1992.10.17

2 エキシマレーザによる高気圧Arプラズマの成長の様子 津田紀生
　　「プラズマエレクトロニクス」若手セミナー 　1992.10.18　 山田諄

3 エキシマレーザによる高気圧Arプラズマの前方への成長 津田紀生
　　「プラズマエレクトロニクス」若手セミナー 　1993.9.18 山田諄

4 XeClエキシマレーザにより高気圧Ar気体中に形成されるプラズマの 津田紀生
前方成長に関する研究 山田諄
    電気関係学会東海支部連合大会講演論文集  1993.10.1

5 XeClエキシマレーザにより高気圧Ar気体中に生成されるプラズマ長 内田敬久
     「プラズマエレクトロニクス」若手セミナー 1995.7.15 津田紀生

山田諄
6 XeClエキシマレーザ照射による高気圧レーザプラズマの分光測定 内田敬久

      電気関係学会東海支部連合大会講演論文集  1995.9.21 津田紀生
山田諄

7 XeClエキシマレーザにより生成した高圧力Arプラズマの前方成長機構 津田紀生
      日本物理学会秋の分科会　1995.9.28 山田諄

8 エキシマレーザによる高気圧プラズマの成長機構とプラズマ長 津田紀生
　　　電気学会プラズマ研究会　1995.11.28 内田敬久

山田諄
9 XeClエキシマレーザによる高気圧レーザプラズマの温度計測 内田敬久

     「プラズマエレクトロニクス」若手セミナー 1995.12.9 津田紀生
山田諄

10 XeClエキシマレーザにより生成した高圧力Arプラズマの分光測定 津田紀生
      日本物理学会年会　1996.3.31 内田敬久

山田諄
11 エキシマレーザにより生成した高気圧プラズマの密度測定 津田紀生

     電気関係学会東海支部連合大会講演論文集  1996.10.14 山田諄
12 エキシマレーザにより生成した高気圧プラズマの電子密度の圧力依存性

    「プラズマエレクトロニクス」若手セミナー1996.12.14  津田紀生
山田諄

13 XeClレーザにより生成された高圧力Arプラズマの密度分布 津田紀生
     日本物理学会年会　1997.3.29 山田諄

14 XeClレーザにより生成した高圧Arプラズマのパラメータの計測 津田紀生
    「プラズマエレクトロニクス」若手セミナー1997.9.6 山田諄

15 高圧Arガス中に生成したXeClレーザプラズマの温度 津田紀生
　　電気関係学会東海支部連合大会講演論文集1997.9.30 山田諄

16 XeClレーザにより高圧ガス中に生成したArプラズマの温度 津田紀生
　　日本物理学会秋の分科会　1997.10.5 山田諄

17 Property of High-pressure and High-density Plasma Produced by Laser 津田紀生
　　第15回プラズマプロセシング研究会　　1998.1.22 山田諄

18 XeClレーザにより高圧ガス中に生成したArプラズマの形状 津田紀生
　　日本物理学会年会　1998.4.1 山田諄
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19 エキシマレーザによって生成した高圧Arプラズマの前方成長の様子 津田紀生
    「プラズマエレクトロニクス」若手セミナー　1997.8.7 山田諄

20 高気圧レーザプラズマの前方成長メカニズム 津田紀生
　　電気関係学会東海支部連合大会講演論文集 1998.9.22 山田諄

21 XeClレーザにより生成した高圧Arプラズマの前方成長の計算 津田紀生
　　日本物理学会秋の分科会　1998.9.25 山田諄

22 XeClレーザにより高圧アルゴンガス中に生成したプラズマの特性　 津田紀生
    レーザー学会年会　1999.1.29 山田諄

23 XeClレーザにより生成した高圧Arプラズマの物性 津田紀生
　　日本物理学会年会　1999.3.28 山田諄

その他の研究業績

　学術論文　3件

研究報告（紀要等）　6件

口頭発表（国内学会、研究会等）　25件
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